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　未曾有のコロナ禍において、いまだに私たちは出口を見出せずにいる。この災禍を克服した証とな

るはずであった東京オリンピック・パラリンピックは、国論を二分する賛否両論の中、無観客での開

催という前代未聞の世紀の祭典となった。始まってみれば、メダルラッシュに沸き、各アスリートに

まつわる喜怒哀楽、中でも想像を絶するような苦難や奇跡のストーリーに人々は驚き、そして涙を流

した。渦中におけるひと時の救いを、多くの人にもたらしたことは間違いなかったであろう。しかし、

誰もが薄々気づいていたように、祭りのあとに新型コロナウイルスは、変異株の出現という形で一層

猛威を増した。ワクチン普及による暮らしと社会の回復という期待は打ち砕かれ、「もはや制御不能」

との声さえも聞こえてくるような有様である。

　コロナ禍で生活は大きく変わった。常にソーシャルディスタンスの確保が求められ、息苦しいマス

クも必須である。私たちはこれまで災害のたびに、家族や友人、同僚、近隣と、いつも「身を寄せ合い」

乗り越えようとしてきた。暴風雨が雨戸を揺らす中で、もしくは暗く静まり返った景色の中で、あの

ACジャパンのコマーシャルを見ながら、災禍が過ぎ行くのを互いに身を寄せ合って、じっと耐え忍び

希望を見出そうとしてきた。しかし、コロナ禍はそれを許さないのである。

　代わりに、Zoomをはじめとする、画像を伴う遠隔コミュニケーションツールの使用が一挙に拡大し

た。職場や学校、そして医療においても相応の力を発揮した。やってみればこれで十分だということ

で、都心のオフィスを畳む企業や、田舎に移り住む社員もみられるようになった。

　メンタルヘルスや精神科診療にも、Web会議システムは役に立ったといわれる。こころの問題につ

いて、そのようなサービスの利用は増えている。早期相談・支援の一つの窓口として、今後のさらな

る拡充が望まれる。それでも、対面の直接相談を希望する援助希求者も非常に多い。顔や動作が見え

て、声も明瞭であっても、それでも五感で相手を感じて「身を寄せ合いたい」のだと思う。

　一方で、コロナ禍で精神的に生活が楽になったと感じている人も少なくない。過剰な対人接触から

しばし解放されているからであろう。私たち人類は、ゴリラやオランウータンと異なり、際立つ「社交

性（sociability）」を持つチンパンジーの流れを汲む。それが故に、地球の生態系の頂点に立った。コロ

ナ禍は、人類最大の武器を封じられた状態といえる。思えば、人間であること自体が過剰な社交性を

帯びているのだから、その中で尚もsocialize（対人交流）を勧められ求められるのは、酷な話であろう。

今くらいが丁度よいのかもしれない。

巻頭言
コロナ禍において「身を寄せ合う」ということ

東邦大学医学部精神神経医学講座
根 本 隆 洋
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　森の賢者といわれるゴリラやオランウータンのように、静かに安心して程よく身を寄せ合えられる

時が、コロナ禍の終焉とともに訪れるのが待ち遠しい。
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要　　旨

新型コロナウイルス感染症流行は、就労・学業・経済活動など社会に大きな影響を及ぼすとともに、
多くの健康アウトカムや健康関連行動を悪化させている。我々はそうした社会や健康への影響を検討
するために、JACSIS＝Japan COVID-19 and Society Internet Survey（日本における社会と新型コロ
ナウイルス感染症問題に関するインターネット調査研究）として、日本全国すべての都道府県から人
口分布に合わせて2020年9月にサンプリングした28,000人を対象として調査を行い、その後も2021年
2月、9月と縦断調査を行っている（https://takahiro-tabuchi.net/jacsis/）。2020年9月の調査から、新
型コロナウイルス感染症流行下でメンタルヘルスが悪化する危険因子として、女性や若年とともに、
低所得者と自営業、介護負担感の増加やドメスティックバイオレンス、そして新型コロナウイルス感
染症そのものへの恐怖が重要な心理的不調の危険因子であることを示した。また居住環境に焦点を当
てた解析から、メンタルヘルスの悪化が、新型コロナウイルス感染症患者発生の有無にかかわらず全
国的な問題であり、特に人口密度が高い地域、貧困の度合いが高い地域であるほど、深刻であることを
示した。心理的不調を来たす方の早期発見や支援、自殺予防は急務の課題であり、上記研究が少しで
も参考になればと願っている。また、2021年2月の調査では、ワクチン忌避の実態を明らかにする研
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究を行った。ワクチンは感染収束の切り札として期待されている。ワクチン接種率を高め維持するた
めの取り組みの一助になればと願っている。

1．はじめに
中国の武漢で発生した新型コロナウイルスによる感染症が世界中に広がっている。これまでに1億

9000万人以上が感染し、そのうち420万人を超える方が死亡しており（2021年8月2日現在）、その数は
増え続けている（“Coronavirus Resource Center, Johns Hopkins University and Medicine,”）。日本で
は、2020年1月16日に新型コロナウイルス感染症の国内症例が初めて報告されて以来、新型コロナウ
イルスの感染者数は93万人を超え、死亡者数は1万5000人を超えている（2021年8月2日現在）（“Trends 
in the number of COVID-19 cases per population,”）。欧米諸国に比べて感染者数や死亡者数は少な
いものの、他国と同様に新型コロナウイルス感染症の拡大により、社会・経済・医療など様々な分野で
新たな課題が発生し、対応を迫られている。

特に感染拡大防止のために、移動制限、検疫、国境管理など、非医薬品的介入と呼ばれる様々な公衆
衛生対策の実施を余儀なくされた（Flaxman et al., 2020）。これらの非医薬品的介入は、感染拡大を抑
制する効果があるとされているが（Flaxman et al., 2020; Islam et al., 2020）、就労・学業・経済活動な
ど社会に大きな影響を及ぼし、世界的に心理的不調（Bauerle et al., 2020; Okubo et al., 2021a）、肥満（Jia 
et al., 2021）、身体活動、喫煙（Rossinot et al., 2020）など、多くの健康アウトカムや健康関連行動の悪化
が報告されている。

そうした新型コロナウイルス感染症流行下の、社会や健康への大きな影響を検討するために、我々
はJACSIS＝Japan COVID-19 and Society Internet Survey（日本における社会と新型コロナウイル
ス感染症問題に関するインターネット調査研究）として、日本全国すべての都道府県から人口分布に
合わせて2020年9月にサンプリングした28,000人を対象として調査を行い、その後も2021年2月、9月
と縦断調査を行っている（https://takahiro-tabuchi.net/jacsis/）。JACSISでは、インターネット調査
の対象集団の偏りを調整するために傾向スコアによる重みづけを用い、2016年に厚生労働省により実
施された国民生活基礎調査の参加者と性別・年齢・社会経済状況などの分布が同様になるようにデー
タを調整して解析を行っている。本稿ではこのJACSIS研究から発表された出版済みの成果（Okubo 
et al., 2021a; Okubo et al., 2021b; Yoshioka et al., 2021）について報告する。

2．新型コロナウイルス感染症流行下で心理的不調となっている個人の特徴
2020年4月7日、日本政府は、国内の累積感染者数が3,000人以上に急増したことを受けて、5月25日

までの緊急事態宣言を発令した。以後感染者数は比較的少数で推移したものの、同年7月以降、著名
人の自殺が相次ぎ、自殺の問題が注目された。自殺者数は、緊急事態宣言下で一時的に減少したもの
の、その後徐々に増加し、同年7月以降の自殺者数は前年を上回って推移している（Nomura et al., 
2020）。

実際、同年8月の我々の調査で、研究参加者の9.2％が重度の心理的不調を自覚していた。これは
2016年の国民生活基礎調査で示された6.7％の1.4倍であり、新型コロナウイルス感染症流行によって
心理的不調をきたす人が増加していることが示された（Okubo et al., 2021a）。そこで我々は、新型コ
ロナウイルス感染症流行下における自殺予防の観点から、自殺に強く関連する心理的不調となってい
る個人の特徴（危険因子）を明らかにすることを目的とした検討を行った（Yoshioka et al., 2021）。解
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析の対象となる日本の一般人口は様々な背景をもった集団であり、これら多様な背景をすべて含んだ
上で、どの因子が心理的不調に寄与するかを評価することが危険因子の特定には必要である。そのた
め我々は新型コロナウイルス感染症流行下の心理的不調の危険因子候補として重要だと考えられる因
子（年齢・性別・社会経済状態・要介護者の有無・ドメスティックバイオレンスを受けた経験・居住都
道府県［緊急事態宣言/特別警戒都道府県かどうか］・新型コロナウイルス感染症の恐怖を感じている
かどうか・新型コロナウイルス感染症に関する差別/偏見を受けた経験）に加えて飲酒・喫煙・持病を
同時に統計モデルに加え、統計的に有意な危険因子を探索した。

その結果、日本の一般人口では女性、15-29歳と30-44歳の若年層、低所得層と高所得層、自営業、介
護者の存在、ドメスティックバイオレンスの経験、新型コロナウイルス感染症への恐怖が重要な危険
因子だと分かった（表1）。

表1　日本の一般住民を対象とした解析
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これらの結果は、女性・若年は世界と共通する心理的不調の危険因子であることを示唆している
（Wang et al., 2020）。さらに、新型コロナウイルス感染症による経済活動の停滞の影響を受けやすい
低所得者と自営業、また緊急事態宣言による自粛/社会的繋がりの喪失の影響を受けやすい介護負担
感の増加やドメスティックバイオレンス、そして新型コロナウイルス感染症そのものへの恐怖が重要
な心理的不調の危険因子であることを示していた。この結果は高齢者に比較して若年者、経済状況が
悪い人が心理的不調の危険因子となることを示した、2020年4-5月に行われた先行研究とも一致して
いる（Ueda et al., 2020）。さらに、低所得者だけでなく高所得者も心理的不調の危険因子であった。こ
れは、経済活動の停滞が長引くことで心理的不調が高所得者にまで及んでいる可能性が考えられた。

3．新型コロナウイルス感染症流行下で心理的不調となっている若年女性の特徴
新型コロナウイルス感染症流行後の心理的不調は、世界中で共通して女性や若年者に多いというこ

とが知られている。さらに日本では2020年秋以降、例年と比較して若年女性の自殺者が増加している
ことが報告されている（Tanaka et al., 2021）。メディアではその理由として、非正規雇用が多い若年
女性が、新型コロナウイルス感染症流行による景気悪化の影響を大きく受けているのではないかとい
う憶測が報道されているが、これに関して調査は行われておらずほとんど分かっていなかった。そこ
で若年女性に特に注目した解析を行った。

15-29歳の若年女性においては、介護者の存在、ドメスティックバイオレンスの経験、新型コロナウ
イルス感染症への恐怖、新型コロナウイルス感染症に関連する差別/偏見の経験がメンタルへルス悪
化の重要な危険因子であった。（表2）

表2　15-29歳の若年女性を対象とした解析
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これまで若年女性に関しては、男性と比較して雇用形態が異なる （パートタイム勤務や無職が多い）
ため、経済的影響が心理的不調に影響しているのではないかといわれていた。我々の研究結果は、そ
ういった経済的影響よりも、社会的な繋がりの喪失、新型コロナウイルス感染症への恐怖、新型コロナ
ウイルス感染症に関する差別/偏見を受けることの影響が大きいことを明らかにした。このことは、
新型コロナウイルス感染症流行下の自殺予防にとって、性別・年齢に応じた政策立案の重要性を示唆
していた。これまで行われた全世帯を対象にした給付金や自営業を対象にした家賃支援給付金のみな
らず、若年女性の自殺を未然に防ぐための介護サポートの一層の充実やドメスティックバイオレン
ス・差別偏見予防の徹底などが求められると考えられた。

4．新型コロナウイルス感染症流行下での居住環境と心理的不調の関連
上述した個人の要因に加えて、新型コロナウイルス感染症流行下では在宅での就学・就労や、自宅

での自己隔離を余儀なくされることから、居住環境が心理的不調に影響している可能性が示唆され
た。しかしながらそれについて検討した研究は行われていなかったため、我々が検討を行った（Okubo 
et al., 2021a）。居住環境以外に心理的不調に関連すると考えられる要因は様々あるため、新型コロナ
ウイルス感染症流行下の心理的不調の危険因子候補として重要だと考えられる因子（年齢・性別・収入・
婚姻状況・単身生活・要介護者の有無・職業・教育歴・喫煙歴・飲酒歴・併存疾患・新型コロナウイルス
感染症による就労環境の悪化）を同時に統計モデルに加え、それらの影響をできるだけ取り除くとい
う手法をとった。

参加者が記載した郵便番号に基づいて３つの居住地の特性（①人口密度の度合い、②地域の貧困の
度合い、③地域の新型コロナウイルス感染者）を数値化し、心理的不調（重度の心理的不調・調査時点
の自殺念慮・新型コロナウイルス感染症流行後に出現した自殺念慮）の割合との関連を調べた。また、
人口密度の度合い、地域の貧困の度合い、地域の新型コロナウイルス感染者数のそれぞれについて値
の大きさから4つのグループを作成し、グループ間での心理的不調の割合の違いを評価した。

当初、我々は、新型コロナウイルス感染者が多い地域では心理的不調が悪化するという仮説を立て
たが、都道府県別の新型コロナウイルス感染者数と心理的不調との間に関連は見られなかった。今回
我々は都道府県レベルの指標を用いており、より詳細な地理的情報を用いれば異なる結果が得られる
可能性はあるが、今回の結果からは、感染が拡大していない地域でもメンタルヘルスが悪化している
ことが示唆された。したがって、感染が拡大していない地域でも、メンタルヘルス対策を講じる必要
があると考えられた。

新型コロナウイルス感染者数以外の環境要因について調べた結果、人口密度の高い地域、貧困の度
合いが高い地域に住んでいる人ほど、メンタルヘルスの悪化の割合が高いとの結果であった。
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表3　居住環境別の重度の心理的不調および自殺念慮の有病割合比

5．新型コロナウイルス感染症流行下における居住地域の都市化と心理的不調の関連
都市化が進んだ地域（人口密度が高い地域）に住む人は、新型コロナウイルス感染症流行時に新たに

発症した自殺念慮の有病率と重度の心理的不調の有病率が有意に高く、用量反応関係が見られた（表
3）。人口密度が高い地域に住むことは、新型コロナウイルス感染症流行下では精神的健康にマイナス
の影響を与える可能性がある。この関連は感染流行前とは異なり、新型コロナウイルス感染症流行下
に特異的なものだと考えられた（Okubo et al., 2021a）。これまでの研究では、都市化レベルと重度の
心理的不調との間には、正の関連（Peen et al. 2010; Zijlema et al. 2015） と負の関連（Generaal et al., 
2019）の相反する結果が報告されている。 2015年に日本人5,000人を対象に実施した過去の研究では、
都市化度と重度の心理的不調の関連に有意性は認められなかった（Hanibuchi & Nakaya, 2020）。

このような結果が認められる理由としては、平時から人口密度の高い地域では、居住スペースが狭
いこと、騒音の問題があること、住民が個人主義的なライフスタイルを好むことが挙げられているが

（Nakaya et al., 2014）、新型コロナウイルス感染症の流行に伴って、これらの要因が人々の精神生活に
悪影響を及ぼした可能性がある。例えば新型コロナウイルス感染症流行下では在宅勤務や休校によっ
て自宅で過ごすことが増え、居住スペースが狭い傾向になる人口密度の高い地域では大きな負担とな
ったことが考えられる。もう一つの負担が、より多くの人がより多くの時間を家で過ごすことによる
騒音である。これまでの研究では、騒音とうつ病の関連性が報告されている（Generaal et al., 2019）。
また都市の個人主義的なライフスタイルは、外出やマスク着用などの感染拡大防止策をめぐり、異な
った考えや行動の違いを鮮明化させ、そうした考えや行動の異なる他者が物理的に多く存在する都市
部の方が、精神的健康に悪影響があったのかもしれない（Crasta et al., 2020）。
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6．新型コロナウイルス感染症流行下における居住地域の貧困の度合いと心理的不調の関連
新型コロナウイルス感染症流行下では、地域の貧困の度合いの高い地域に住む人々の新型コロナウ

イルス感染症流行後に出現した自殺念慮の有病率が有意に高く、用量反応関係が認められた（表3）。
地域の貧困の度合いと自殺念慮の有病率との関連は、新型コロナウイルス感染症流行によって強化さ
れた可能性がある。新たに発症した自殺念慮は、新型コロナウイルス感染症流行前の既往の自殺念慮
よりも地域の貧困の度合いとの関連が強かった。貧困の度合いが高い地域では、健康的な食事や身体
活動を高く保つことを可能にする環境、医療保健施設、地域の対人交流などが乏しいことが指摘され
ており（Fernandez-Nino et al, 2014）、個人の所得を調整しても自殺リスクが高いとされている

（Helbich et al., 2017）。そうした精神的健康に良好に働く要因の乏しさが、新型コロナウイルス感染
症流行という環境変化に対する脆弱さに結びつき、貧困の度合いの高い地域に住む人の自殺念慮が増
えていることが考えられる。

一方で、地域の貧困の度合いと重度の心理的不調との間には、有意な関連は見られなかった。新型
コロナウイルス感染症流行前には、国内外（Generaal et al., 2019; Hanibuchi & Nakaya, 2020）におい
て、地域の貧困の度合いが重度の心理的不調と有意に関連することが報告されていた。地域の貧困の
度合いが低いほど社会参加と社会相互作用が増え、重度の心理的不調に対して保護的に働くことが報
告されている（Kim, 2008; Klijs et al., 2016）。新型コロナウイルス感染症流行では、自発的な自己隔離
によって社会参加や社会相互作用が減少し、これらの保護効果が弱まった可能性がある。

興味深いことに、居住地域を4区分（低い都市化レベル＆低い地域の貧困の度合い、低い都市化レベ
ル＆高い地域の貧困の度合い、高い都市化レベル＆低い地域の貧困の度合い、高い都市化レベル＆高
い地域の貧困の度合い）に分けてみると、高い都市化レベル＆低い地域の貧困の度合いの地域で一貫
して、重度の心理的不調と新たに発症した自殺念慮の有病率が高かった（図1）。これらの結果は、新型
コロナウイルス感染が、高い都市化レベル＆高い地域の貧困の度合いの地域で特に高い割合で発生し
ているとの報告（Maroko et al., 2020） と対照的である。高い都市化レベル＆低い地域の貧困の度合い
の地域では、過密な住宅や個人主義的なライフスタイルに加えて、新型コロナウイルス感染症流行に
よる社会参加や交流の保護効果の低下が、メンタルヘルスの悪化につながった可能性がある。

図1　新型コロナウイルス感染症流行後に出現した自殺念慮の有病割合比（Okubo et al., 2021bを引用して翻訳）
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本研究の結果は、メンタルヘルスの悪化が、新型コロナウイルス感染症患者発生の有無にかかわら
ず全国的な問題であり、特に人口密度が高い地域、貧困の度合いが高い地域であるほど、深刻であるこ
とを示している。また、地域の貧困度が低い地域でも、元々盛んであった社会参加や市交流が減少す
ることによって精神的影響に悪影響が出る可能性が示された。人工知能技術や遠隔診療のような広範
に届けられる技術を活用し、居住地域によってアクセスが制限されない方法でメンタルヘルスの支援
を行うことが、精神疾患罹患・自殺予防には重要になってくるかもしれない。

7．日本国民全体でのワクチン忌避の割合とその理由
新型コロナウイルス感染症は現在、全世界的な公衆衛生上の問題であり、感染収束に必要な集団免

疫の獲得には、多くの方が新型コロナウイルスワクチンを接種する必要がある。その集団免疫の確立
に、ワクチン忌避が大きな障害となる。日本でワクチン忌避者の割合を調査した2つの研究（Machida 
et al., 2021; Yoda & Katsuyama, 2021）はいずれも数千人を対象としたもので、日本全国を対象に研究
参加者を集めて割合を性別や年齢で比較した研究はなかった。そのため我々は、2021年2月に、新型
コロナウイルスワクチン忌避者（以下ワクチン忌避者）の割合を調べる研究を行った（Okubo et al, 
2021b）。

参加者から新型コロナウイルスワクチン接種に関しての考えを聴取し、「接種したい」「様子を見て
から接種したい」「接種したくない」の3つの選択肢の中から、「接種したくない」と回答した方をワク
チン忌避者と定義した。性別・年齢・所得・婚姻状況・職業・教育歴・喫煙歴・飲酒歴・併存疾患・新型
コロナウイルス感染の既往・新型コロナウイルス感染症による死への恐怖、自分が新型コロナウイル
ス感染症に罹患する可能性の見積もり・政府に対する不信・政府の新型コロナウイルス感染症対策へ
の不信・新型コロナウイルス感染症に罹患した場合の恥の認識・重度の気分の落ち込み・新型コロナ
ウイルス感染症罹患者数が多い地域への居住などの要因とワクチン忌避者の割合の関連を検討した。
さらに、ワクチン接種希望者（「接種したい」「様子を見てから接種したい」）、ワクチン忌避者（「接種し
たくない」）それぞれにその理由を聴取し、割合を算出した。

日本におけるワクチン忌避者の割合は11.3％であり、他国の結果と同程度であった。ワクチン忌避
の理由として70％以上の回答者が副反応の懸念を挙げていた。また、政府に対する不信感や新型コロ
ナウイルス感染症に関する政府の方針に対する不信感も、忌避に関連する要因であった（表４）。これ
までの研究から、新型コロナウイルスワクチン特有の忌避理由として、mRNAの投与など新しいメカ
ニズムを採用していることや、ワクチン接種の承認プロセスが早いことなどが挙げられている（Lin et 
al., 2020）。WHOが発表した報告書では、新型コロナウイルスワクチンの信頼性を高めるために、ワク
チンに関する一貫性、透明性、共感性、積極性のあるコミュニケーションが挙げられている（World 
Health Organization （WHO）.  Behavioural considerations for acceptance and uptake of COVID-19 
vaccines）。例えば、信頼できるメッセンジャーの使用やワクチン開発プロセスの透明性の向上は、新
型コロナウイルスワクチンに対する信頼を高めるのに役立つ。
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表4　ワクチン忌避に関連する要因

8．ワクチン忌避の割合とその理由の性別・年齢での違い
ワクチン忌避と社会経済的地位が低いこと・重度の心理的不調があることとの関連は、若年者より

も高齢者でより顕著であった。先行研究で、社会経済的地位が低く、重度の心理的不調を抱えている
人は、新型コロナウイルスに関する信頼性の低い情報やデマの影響を受けやすいことが示唆されてい
る（Freeman et al., 2020; Roozenbeek et al., 2020）。すべての人が信頼性の高い情報をもとにワクチン
の摂取を判断すべきであり、高齢者は特に、新型コロナウイルスによる重篤な感染症のリスクが高い
と言われている（Booth et al., 2021）。予防可能な死亡を減らすために、社会経済的地位が低く、重度の
心理的不調を抱えている方たちが、信頼性の低い情報やデマに惑わされて必要なワクチン接種をため
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らうことがないように、必要な情報が届けられるような一層の工夫が求められる。
一方で、若年者への対応も欠かせない。ワクチン忌避者の割合は、高齢者では男性4.8％、女性7.7

％、若年者ではそれぞれ14.2％、15.6％であり、若年者では高齢者の2倍以上の割合であった。また、高
齢者に比べて若年者では、ワクチン忌避に関して、副反応への懸念以外の理由を挙げる方が多かった。
具体的には、「ワクチンを打ちに行く時間がないから」「自分は感染しないと思うから」「SNSやメディ
アで接種しないことを勧められたから」などの理由を挙げる方は、若年者で高齢者の2倍以上であっ
た（図2）。新型コロナウイルスワクチンの信頼性を高めるためには、ワクチンに対するネガティブな
感情が信頼性の低い情報やデマによって操作されうることを認識させる、あるいはワクチン接種が地
域社会の健康と福祉に貢献するというポジティブな感情を引き出す、などの的を絞った戦略が有効で
あると考えられる（Chou & Budenz, 2020）。

図2　若年者（15-39歳）と高齢者（65-79歳）のワクチンを打たないと答えた理由（複数回答あり）

9．おわりに
新型コロナウイルス感染症は、日本国内で初の感染が確認された2020年1月から1年半を経過した

現在（2021年8月2日）も収束の気配を見せていない。東京では4度目の緊急事態宣言下にありながら
も、デルタ株の出現により感染者が連日1000名を超えており、増加し続けている状況である。緊急的
な措置とされた移動の自粛や自己隔離などの感染拡大防止策も、常態化しつつあり、長期化している。
その中で、心理的不調を来たす方の早期発見や支援、自殺予防は急務の課題であり、本稿で紹介した新
型コロナウイルス感染症流行下の心理的不調に関連する個人要因、環境要因についての研究が少しで
も参考になればと願っている。

また、感染収束の切り札として期待されている、新型コロナウイルスワクチンに関しても、国外では
接種率が十分に上がらない状況も報告されている。新型コロナウイルスの変異による感染力の増大や
ワクチンの効果減弱などを考えると、感染収束のための集団免疫の確立には、何割が打ったら十分と
いう閾値は不明で、多くの国民にワクチンを接種する必要がある。ワクチンを忌避する人が、ワクチ
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ンのどの点を不安に感じ、どのような要因が影響しているかを明らかにすることで、ワクチン接種率
を高め維持するためにどのような取り組みが必要か、検討を重ねていきたい。
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抄　　録

新型コロナウイルス感染症は、「新しい生活様式」をはじめとする感染予防のための日常生活ならび
に家族関係の変化や経済的困窮など、さまざまな変化をもたらした。新型コロナウイルス感染症自体
の精神的影響のみならず、随伴する日常生活変化などの影響もあいまって、若年者には、うつ症状やス
トレス症状、自傷行為などがあらわれている。かつ、2020年の小中高生の自殺者数は、前年から25%
増加した499人で、統計の残る1980年以降では最多となった。これらに対する支援としては、新型コ
ロナウイルス感染症に関する正確な知識の周知を前提とした上で、本人や保護者らに対する心理教育
や一般向けの普及啓発、支援者の人材育成、関係機関の連携、アクセスしやすい相談体制、生きること
の促進要因を増やすことが挙げられる。今後は、ポストコロナをも視野に入れながら、自殺予防を含
む若年者のメンタルヘルスの向上に、一人一人が立場を活かして努めることが求められる。

1．はじめに
新型コロナウイルス感染症は、2019年12月に中国湖北省武漢市で発生が確認されて以来、日本を含

む世界各地へ急激な勢いで拡大し、2020年1月31日には、世界保健機関（WHO）が、「国際的に懸念さ
れる公衆衛生上の緊急事態」に該当すると発表した。今や、われわれの生活には、新型コロナウイルス
感染拡大防止への配慮が日常的に欠くことの出来ないものとなっている。このような日常生活の変化
や、波はあれども当面は留まることのない感染拡大などが、メンタルヘルスに及ぼす影響は幅広い。
こうした状況に鑑み、本稿では、特に児童生徒を中心とする若年者に焦点を当て、現状や望ましい支援
のあり方について述べる。

2．コロナ禍による生活上の変化
新型コロナウイルス感染者が我が国で初めて確認されたのは、2020年1月16日であった。同年2月
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には死者が発生し、3月には感染拡大が目立ち始めてその後の流行に繋がり、2021年8月現在、感染状
況は第5波を迎えている。

このコロナ禍における、児童生徒の生活上の最も著しい変化は、学校の全国一斉臨時休業であろう。
すなわち、小中高等学校及び特別支援学校等では、新型コロナウイルス感染拡大防止のために、2020
年3月2日から臨時休業、同年6月1日から再開措置が取られた。文部科学省より同年2月28日に発出
された「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等におけ
る一斉臨時休業について（通知）」には、「今がまさに感染の流行を早期に終息させるために極めて重要
な時期であることを踏まえ，何よりも子供たちの健康・安全を第一に考え，多くの子供たちや教職員
が，日常的に長時間集まることによる感染リスクに予め備える観点から」全国一斉の臨時休業要請が
示されたことが明記され、この時期の感染予防の重要性が強調されている（文部科学省, 2020）。

この期間はちょうど年度替わりを含む時期にあたり、入学、卒業、進級やクラス替えなど、児童生徒
にも保護者や教職員など周囲の者にとっても、一つの節目でありかつ環境変化を伴う時期でもある。
しかし、感染拡大防止に鑑みて、式典等は縮小や中止・延期を余儀なくされ、さらに、新しい学校や学
級などにおける対人関係構築や学習その他の適応にかかる負荷も、これまでに類を見ないものとなっ
た。

大学生も、同じく感染予防の観点から、講義室での対面講義やサークル活動等が困難となり、長期に
わたってオンライン授業が行われており、新たな友人ができにくく、相談相手も得られにくくなって
いる。しかも、入学にあたって転居や一人暮らしの開始を伴った学生にとっては、新環境への適応も、
マスクで相手の顔が見えなかったり外出や雑談がはばかられたりして、従来とは異なる新たな難しさ
を伴っている。

さらに、学校一斉臨時休業中の2020年4月7日に、東京や大阪など7都府県を対象に新型コロナウイ
ルス感染予防としては初めての緊急事態宣言が出されて、同年4月16日から5月14日までは、対象地
域が全国に拡大された。外出自粛が推奨され、飲食店やスポーツジムその他の幅広い業種が休業要請
の対象とされたのみならず、一時は、不要不急とみなされる品物の売り場や店舗等が営業を自粛した
り、カップラーメンやパスタやトイレットペーパーなどの日用品が品切れになったりして、非日常性
が際立つこととなった。感染予防のために需要が急激に高まったマスクの品不足や高値転売も目立っ
た。

その後も、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置、自治体独自の宣言等は、感染拡大状況に応じて適
用区域を変更しながら頻繁に出され、しばしば期間が延長されている。かつ、お願いレベルで強制力
を持たないながらも、ゴールデンウィークやお盆や年末年始の移動自粛を求める政府関係者のコメン
ト等もみられている。

また、2020年5月には、「新しい生活様式」の実践例が厚生労働省から示された（厚生労働省, 2020）。
これには、身体的距離の確保・マスクの着用・手洗いおよび移動を控える等の感染対策を一人ひとり
の基本的感染防止対策とした上で、手指消毒及び咳エチケットの徹底、「密閉」「密集」「密接」といった
いわゆる「3密」の回避、換気、体温測定や健康管理などが具体的に記載されている。このことにより、
現在に至るまで、感染拡大防止を意識した日常生活における実践が求められている。

これらを受けて、学校生活にも、さまざまな変化が生じている。例えば、手洗い場に並ぶ際に密集・
密接せずソーシャルディスタンスを保つために、床に立ち位置を示す足形のシールが一定間隔で貼ら
れた。給食は、机を向き合わせることなく、黙って食べる「黙食」形式となった。休み時間も、友人ら
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と声高に騒ぎ合ったりせず、なるべく静かに過ごすことが推奨された。授業では、グループ毎の活発
な話し合いは縮小されて挙手による発言が主体となったり、音楽では合唱やリコーダーなど飛沫拡散
の恐れのある内容が制限され、体育ではプール使用が中止もしくは回数制限されたりするなど、随所
に変更や制限を要している。さまざまなスキンシップを伴う遊びや指導も手控えられることとなっ
た。手洗いや手指消毒やマスク着用が日常化し、校舎の消毒に保護者らが協力している学校も少なく
ない。運動会や学習発表会や文化祭や修学旅行などの校内行事はもとより、スポーツ関連の大会なら
びに対外試合や文化活動のコンクールなども、中止や延期や縮小開催を余儀なくされている。また、
家庭生活にも、外出自粛によるこもりがちの生活、リモートワークの推奨による保護者の在宅と家族
関係の変化、保護者の失業による経済的困窮など、コロナ禍の影響は幅広く及んでいる。

3．メンタルヘルスに対するコロナ禍の影響
新型コロナウイルス感染症とその感染拡大自体に加え、前述のような多種多様な日常生活変化に伴

って、若年者のメンタルヘルスには、さまざまな影響がみられている。以降の記載には、現在も進行し
ているコロナ禍の最中にあるため、因果関係の検証を経ていない個人的見解も一部含まれることをご
容赦いただきたい。

1）「コロナ×こどもアンケート」の結果から
コロナ禍における子どもと保護者の生活と健康の現状に関するオンライン調査として、国立成育医

療研究センターの「コロナ×こどもアンケート」がある（国立成育医療研究センター, 2021 a）。2020年
11月17日から12月27日に実施された第4回調査では、小学生から高校生（相当）の子ども924名が回答
しており、Patient Health Questionnaire Adolescents（PHQ-A）尺度による中等度以上のうつ症状があ
る子どもが、小学4～6年生の15%、中学生の24%、高校生（相当）の30%を占めていた。かつ、自傷行
為に関して、小学生から高校生（相当）の17%が、調査回答前の1週間のうちに「自分のからだを傷つけ
た」と回答し、小学4年生から高校生（相当）の24%が「からだを傷つけたい、死にたいと思った」と回
答している。偏見・差別に関しては、「もし自分や家族がコロナになったら、そのことは秘密にしたい

（63%）」「コロナになった人は、なるようなことをしたのだと思う（56%）」「コロナになった人とは、コ
ロナがなおっても、一緒にあそびたくない（22%）」と、一定割合が有していた。

さらに、2021年2月19日～3月31日に実施された第5回調査によると、小学生から高校生（相当）の
子ども501名のうち、7割超が、「コロナのことを考えるとイヤだ（42%）」「すぐにイライラしてしまう

（37%）」「最近集中できない（32%）」などの何らかのストレス症状を抱えており、中でも「自分や家族を
傷つけてしまう」は20%で過去最多であった。

2）チャイルドラインに寄せられる声から
また、18歳までの子どもの声を聴く電話で、筆者も関与している「チャイルドライン」にも、新型コ

ロナウイルスに関するさまざまな声が寄せられている（表1）。「入院中で長いこと家族に会えない」「友
達がコロナにかかって心配」など、感染に直接関連する声もある。「今日、急に卒業式、実感がわかな
い」「不登校気味。コロナで休校は安心して暮らしているが新学期が怖い」「志村けんが死んでしまっ
たのがショック」「せっかく大学に入学したのに行けない、毎日死にたいと思ってしまう」「就職したけ
どコロナで自宅待機になって給料も入らない」「友達と遊べないし、話せないし、外出できないから考
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える事が増えた」「部活で大会を目指して頑張ってきたのになくなってしまってすごく落ち込んでる」
など、その時々の社会の状況を反映した声も寄せられる。「親は仕事が休みで収入も減ってけんかばか
りしている」「ストレスで母親がたたいてきてつらい」など、家族関係の変化や虐待の疑われる声、「学
校は自分にとって避難場所、家にいるのがつらい」との声も聴かれる。さらに、「お母さんが看護師。
友達にコロナとか言われ嫌だ」と、偏見に関する訴えもあった。

チャイルドラインは、相談に限らず子どもの話に耳を傾けることを基本とする電話であるが、2020
年2月28日から4月20日の新型コロナウイルスに関連する電話730件を感情で分類したところ、「ネガ
ティブ感情」が62.3%、「葛藤・迷い・戸惑いなどの感情」が18.6%を占めていた。しかし一方では、「ポ
ジティブ感情」も6.2%みられている（チャイルドライン支援センター, 2020）。

表1　チャイルドラインに寄せられたさまざまな声
出典：2020チャイルドライン年次報告

3）自殺統計から
厚生労働省及び警察庁の自殺統計に基づく児童生徒の自殺者数の推移をみると、2020年の小中高生

の自殺者数は、前年から25%増加した499人で、統計の残る1980年以降では最多となっている（厚生労
働省, 2017）（図1）。このうち、女子は219人で66%増であり、特に、女子中高生は209人で、前年と比較
すると約1.7倍にのぼっている。

また、2020年における児童生徒の自殺の原因・動機数の上位項目を2019年と比較すると、「その他進
路に関する悩み」が最多の55人で前年から14人増、次いで多い順に「学業不振（52人, 9人増）」「親子
関係の不和（42人, 12人増）」「病気の悩み・影響（その他の精神疾患）（40人, 14人増）」「病気の悩み・影
響（うつ病）（33人, 13人増）」となっている（文部科学省, 2021）（表2）。
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図1　小・中・高生の自殺者数の年次推移
出典：児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議（令和3年度）（第1回） 配付資料3「厚生労働省説明資料」

表2　令和元年（平成31年）及び令和2年における児童生徒の自殺の原因・動機別表
～原因・動機数における上位10項目～

出典：児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議（令和3年度）（第1回）
参考資料2「コロナ禍における児童生徒の自殺等に関する現状について」
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4）学校現場から
筆者が学校精神保健の支援で訪れている複数の学校現場でも、さまざまな影響がみられている。
まず、学校の一斉臨時休業の影響である。一斉臨時休業中は、それまで不登校であった児童生徒に

とっては気兼ね少なく休養できて、休業明けに再登校できた者も一定数みられた。逆に、進級・進学
に伴う変化の大きい時期の滑り出しが数か月間にわたって休業となったため、学業や友人関係上の不
適応を生じた者も少なくなかった。生活習慣の乱れやゲーム・インターネット等への没頭を呈した
り、親子関係の悪化を招いたりして、休業明けを迎えても回復困難であった者も珍しくない。

さらに、感染自体にまつわるさまざまな影響がある。自分自身が感染するのではないかという不安
に限らず、家族や友人などに感染させはしないかという不安、感染したらどうなってしまうのだろう
かという不安、感染に関する差別や偏見やいじめの懸念などがみられる。

そして、感染予防に関しては、学校生活全般に及ぶこれまでと異なる生活様式の中で、日常的に我慢
や警戒を強いられ続けてストレスを感じ、不満を口にしたり、じっと耐えたり、感染予防に対する温度
差が対人トラブルを生んだりしている。マスク着用によって表情が読み取りにくく、学習やコミュニ
ケーションなどに支障を生じている場合も少なくない。

また、学校行事や大会の中止や縮小は、楽しみや励みにしてきたことが理不尽に奪われ、積み上げた
努力が無になる体験となると同時に、巻き返しの余地なく諦めを強いられることにもなった。今後も
同様のことが生じる可能性への恐れを抱く児童生徒や教職員も多い。

かつ、前述の事態がいつまで続くかわからず、先の見通しが立たないと同時に、努力に見合う感染拡
大予防効果が不明瞭なこともあいまって、疲労感や閉塞感が蔓延している。こうした影響は、入学当
初からこうした学校生活を送っている小学1年生よりも、途中から変化を受け入れざるを得なかった
学年の方が、より大きくみられている。

また、このような学校生活の変化による影響だけでなく、家族による影響を指摘する声も少なくな
い。コロナ禍による保護者の在宅勤務やリストラなどの影響によって、心身の不調を呈して保健室や
スクールカウンセラーのもとを訪れる児童生徒も出てきている。もともと不適切な養育や保護者のメ
ンタルヘルスが懸念されていた家庭における養育状況の悪化や、数としては目立たないものの欠席理
由として保護者の感染不安による登校控えがうかがわれる場合もあるという。

しかし一方では、この感染拡大予防策によってメリットを得ている者もある。対人関係や集団適応
に困難や苦痛を抱えている者にとっては、集団活動の制限や黙食などによって精神的負担が緩和され
ており、「次の休み時間に誰の所で何を話すか悩んでつらかったのが楽になった」との声も複数聞かれ
ている。学校行事自体やそのことに向けた練習などに負担を感じる者のストレスも緩和された。ソー
シャルディスタンスを保つべく床に貼られた足形のシールが立ち位置の視覚化となったため、列の横
入りによるトラブルが減少したり、発達障害児の一部がスムーズに並べるようになったりした。校舎
消毒の協力を担った保護者の一部は、担任にわざわざ時間設定して貰うことなく消毒作業の合間に話
せるようになったため相談しやすくなり、担任との疎通が改善し、子どもの安定にもつながっている。

5）仙台市精神保健福祉総合センターの相談から
政令指定都市である仙台市の精神保健福祉センターと自殺対策推進センターを兼ねる当センターに

寄せられる若年者の相談にも、コロナ禍の影響はしばしばみられる。大学入学後に一人暮らしを始め
たが、オンライン講義のため登校できずに大学入学の実感が湧かないだけでなく友人もできず、外出



22

予防精神医学 Vol.6（1）2021

自粛で近隣の様子も十分把握できないまま、一人で家にこもって心身の不調を呈し、実家への帰省で
改善した例や、もともと悩みを抱えやすく友人や学生相談室に相談しながら適応を保っていたが、コ
ロナ禍のために登校できず飲み会など気軽な交流も出来にくくなって対面相談や気分転換の機会が奪
われ、些細な失敗を過大に捉えて思い詰めた末に希死念慮を呈した例、自粛生活の持続や見通し不安
による疲弊に加え、旅行や外食の推進と制限が同時発信されたり二転三転したりすることに混乱し、
感染リスクを減らしたいにもかかわらず若年者の予防接種が進まないことへの焦燥感が重なって、抑
うつを呈した例などがある。

6）まとめ
これらをまとめると、新型コロナウイルス感染自体に関する不安もみられるが、「あたりまえの日

常」の変容による精神的影響も大きく、加えて、感染拡大予防を理由とした行事や大会の中止など目的
や励みが突然奪われることの影響も無視できない。「新しい生活様式」では、感染予防に配慮した生活
への移行が提唱されているが、これを恒常的と捉えるよりも感染が終息して流行前の生活に戻るまで
の一時的な我慢と考える者は多く、感染拡大傾向のために先の見通しが持てないこともあいまって、

「コロナ疲れ」と称される疲弊を生じている。また、行事や大会などの中止は、苦渋の決断の結果とは
いえ、児童生徒にとっては大きな喪失であり、精神的負荷も多大である。また、低年齢であるほど庇護
を要する児童生徒では、保護者など家族関係の変化や疲弊する教職員などの影響も無視できない。か
つ、これらは、もともと心身の問題を抱える者に、より発現しやすい可能性も推察される。

しかし一方、一連の感染拡大予防策によって、精神的負担の軽減や適応の改善が得られている者も
存在しているため、もたらされるのは悪影響だけとは限らないことにも注目しておきたい。

4．望まれる支援　取り組み
さて、このような現状を踏まえて、支援をどのように展開すれば良いのであろうか。
大前提は、新型コロナウイルス感染症に関する正確な知識の周知である。ウイルスの特徴、感染時

の症状と経過、検査や治療、感染者数の推移と予測される見通し、感染予防などについて、信頼性の高
い情報を得られるよう、情報源も含めて周知しておきたい。メンタルヘルス対策を講ずる際に、専門
性の相違からこのような基本的知識の普及啓発に目が及ばず、断片的情報や煽り記事や噂などに翻弄
されるままの本人や周囲に支援を行っている場合がしばしばみられるため、留意しておきたい。

これを前提に、若年者のメンタルヘルス対策として望まれる支援としては、「心理教育」「人材育成」
「連携」「アクセスしやすい相談体制」「生きることの促進要因を増やすこと」が挙げられる。以下、こ
れらの支援について詳述する。

1）心理教育
コロナ禍の子どもたちの心身に対する影響を懸念する保護者は少なくないが、情報の氾濫する現

在、確かな知識にたどり着くのは必ずしも容易ではない。このため、医学的または心理学的知見に基
づく、正しくかつわかりやすい心理教育が必須である。具体的には、不安・イライラ・抑うつ・退行な
どがあらわれる可能性があるがコロナ禍などのストレスによる反応であること、これらは話に耳を傾
けたりリラックスさせたり安心させたりすることで改善する可能性があること、新型コロナウイルス
感染症に関する正しい知識を与えるとともに不安をあおる情報への暴露を制限し、食事や睡眠をとと
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のえることなどがある。
本人に対してはもちろん周囲の者にも、このように適切な心理教育を行い、安心感を提供すること

が望ましい。さらに、個別の心理教育のみならず、地域精神保健や医療機関の広報誌などで、広く普及
啓発を行うことも欠かせない。このような知識によって気付きと対応のアンテナを高くすることが、
支援を要する子どもたちの早期発見と早期対応・早期治療だけでなく、予防にもつながると考えられ
る。

なお、心理教育に関しては、日本児童青年精神科・診療所連絡協議会による「新型コロナに対する学
校でのメンタルヘルス支援パッケージ」（日本児童青年精神科・診療所連絡協議会, 2020）や、弘前大学
大学院医学研究科神経精神医学講座の「こころの健康のためにできること（COVID-19への対応につい
て）」（弘前大学大学院医学研究科神経精神医学講座, 2020）が詳しく、実際の資料としても活用可能と
考えられる。

2）人材育成
児童思春期で自殺企図や希死念慮を呈する患者の診療を行う精神科医療機関は現実的には限られる

ものの、関連学会参加やe-ラーニングなどを通じて、児童思春期を専門としない医師も、未然防止の意
味で各々の間口を広げていただけるようお願いしたい。

一方、教職員、養護教諭、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、学生相談室の専門
職など、身近な立場で教育相談や心理的支援にあたる者の人材育成も欠かせない。特に教職員は、担
任や教育相談担当や管理職など、各々の立場を活かして一人一人が子どもに向き合い、早期発見や対
応に当たることができるような、実践的な内容の研修等による人材育成が必須である。また、スクー
ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーは、多くは1校あたり1名以下の配置で気付きが十分
でない場合がときにみられるため、資質向上のための研修やスーパーヴァイズ体制が望まれる。

3）連携
先に述べたように、自殺の原因・動機が心理的要因だけに留まらないことから、児童生徒の悩みに

応じた幅広い支援を可能にするための連携は、職種を問わず不可欠である。教育機関と関係機関の連
携は、文部科学省が自死予防のみならず不登校やいじめ等に関しても連携の重要性を強調しているこ
とに牽引され、以前に比して敷居は下がっているように思われる（文部科学省, 2021）。医療機関に関
しても同様に連携が進みつつある一方で、既に自殺企図に及ぶか危険性が高まった状態で紹介される
場合がしばしばみられるため、切迫した状況下の危機介入以前の段階における紹介について、これま
で以上に周知する必要がある。また、医師にも、医学的視点だけに留まらずに視野を広げて丁寧に背
景要因を探り、必要な連携を図れるための準備が必須である。

4）アクセスしやすい相談体制
国の自殺総合対策大綱に「自殺は、その多くが追い込まれた末の死である」とあるように、命を絶た

ざるを得ない状況にまで追い込まれる前の時点で何らかの相談が出来ることが、予防の上では非常に
重要である。そのためには、悩みに応じた相談先の幅広い周知はもちろんのこと、特にコロナ禍にお
いては、対面を伴わない相談方法も重要な選択肢の一つとなる。電話、メール、SNSのみならず、最近
は、熊本市や大阪府吹田市のように、1人1台端末のメッセージ機能や相談ツールを活用したSOS発信
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やWeb会議システムによるカウンセリングを実施している自治体もある。また、宮城県仙台市では、
各区保健福祉センター（保健所支所）において、児童精神科医や心理職が広く心の問題に関する相談を
無料で受ける「子どものこころの相談室」を実施している。医療のみならずさまざまな場所で相談が
可能となり、「ちょっと気になる」レベルの悩みの解決が図られ安心感が提供されることは、自殺予防
の面でも有用と考える。

5）生きることの促進要因を増やすこと
これはコロナ禍や若年者の自殺予防に限らないが、自殺総合対策大綱にもある通り、生きることの

阻害要因（自殺のリスク要因）を減らし、生きることの促進要因を増やすことである。促進要因として
は、自己肯定感、信頼できる人間関係、危機回避能力等が挙げられており、文部科学省の推進する

「SOSの出し方に関する教育」（文部科学省, 2014）も、この一つになり得ると考えられる。また、前述の
国立成育医療研究センターアンケートから作成された「こどもが考えた気持ちを楽にする23のくふ
う」（国立成育医療研究センター, 2021 b）も、ストレスコーピングや危機回避などに関して子ども自身
の視点で記載されており、有用と思われる。

自己肯定感や信頼できる人間関係の構築などは、いずれも一朝一夕には得られ難いものの、若年者
の発達促進やメンタルヘルス向上の意味でも、極めて重要な要因と言えよう。

5．おわりに
本稿を執筆している2021年8月現在では、コロナ禍は未だに終息の見通しが立たず、先々の不安や

閉塞感なども拭えない状態にある。対人接触の制限やマスク着用による他者の表情の読み取りにくさ
などの日常化により、特に母子保健関係者から、今後の乳幼児の発達を懸念する声も多数聞かれる。
その一方で、教職員や支援者の気付きのアンテナが高くなることによって若年者の精神面の問題に気
付きやすくなるメリットもみられ、これは、東日本大震災後のメンタルヘルスケアにも通ずるところ
である。

今後は、ウィズコロナのみならずポストコロナをも視野に入れながら、本人のみならず保護者や教
職員らへのエンパワメントと安心感の提供を心がけ、自殺予防を含む若年者のメンタルヘルスの向上
に、一人一人が立場を活かして努めることが求められる。

なお、本稿に関連して開示すべき利益相反はない。
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抄　　録

【目的】
コロナ禍が、摂食障害の発症や受診状況にどのように影響しているか考察する。また、既に発症し

て長期化した事例では、コロナ禍による生活の変化がどのように症状に影響しているかを知る。
【対象と方法】

日本摂食障害協会で、2020年4月15日から同5月7日の外出自粛期と同8月25日から9月11日の自
粛解除期の2回、当事者対象の調査を実施し、それぞれ278名、193名の結果を解析した。また、日本摂
食障害協会アンケートの自由記述や臨床事例からの考察を行った。

【結果】
神経性やせ症、神経性過食症のどちらの病型でも、コロナ禍では、外出自粛期、自粛解除期のいずれ

の時期においても症状が悪化する傾向が見られた。食行動だけでなく、その背景の精神症状の悪化も
見られた。しかし、中にはコロナ禍による生活変化が症状の改善をもたらした事例も見られた。休校
期には思春期の神経性やせ症の新たな発症も見られたが、比較的早期に受診する事例も見られた。

【結論】
摂食障害は、初発時の受診抵抗の強さや、長期化例における症状改善の難しさが知られているが、コ

ロナ禍の生活の変化は、発症形式や受診行動、症状の在り方にも様々な変化を起こしている。今後は
平常時との比較を行い、早期の対応に生かしていくことが重要である。

1．はじめに
新型コロナウイルスが私たちと共にある状態が始まって、約1年半が経過している。この間、私た

ちはさまざまな行動上の制限を要請され、それがメンタルヘルスに影響することはメディアでも報告

Early intervention for eating disorder patients during the COVID-19 pandemic and the therapeutic 
significance of symptomatic changes in chronic cases
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されている。摂食障害についても、海外メディアでは患者が増加していることを伝えるものが多く
（BBC, 2021）、中には、「ツナミのように患者が押し寄せている」等のタイトルで急増ぶりを語ってい
るものもある（The Guardian, 2021）。本稿では、摂食障害の領域で、どのような影響が見られるか、ま
たそれに対して、メンタルヘルスの専門家は、予防や早期介入の立場からどのように対応していけば
よいかについて検討したい。

2．摂食障害とはどのような疾患か
新型コロナ感染症が摂食障害にどのように影響するかを考えるには、摂食障害とはどのような疾患

かをよく理解しておく必要がある。摂食障害は、やせてきれいになりたい女性のダイエットの行き過
ぎと考えられやすいが、このように捉えてしまうと、コロナ禍でも「コロナ太り」以外のテーマが見え
にくくなる。

図1　摂食障害の症状の構造

摂食障害には、神経性やせ症、神経性過食症、過食性障害などいくつかの型がある。DSM-5
（American Psychiatric Association, 2013）の診断基準に挙げられているのは、神経性やせ症では、顕
著な体重減少や肥満恐怖、また、体重が自己評価に過剰に影響する等の体重の感じ方の問題である。
神経性過食症では、過食や自己誘発性嘔吐などの「代償行動」が週1回以上あり、心理面では、神経性
やせ症と同様の体重の感じ方の問題があるというものである。これらは摂食障害の症状としてよく知
られているが、注意が必要なのは、摂食障害の症状はこれだけではないということである。神経性や
せ症の多くの患者の発症前の状況を見ると、勉強、スポーツ、音楽など一つのことに打ち込みながら
も、本人は挫折感や自信の無さを抱えている。努力を続けても成績が上がらないところで、ダイエッ
トあるいは胃腸炎などにより体重が減少し、そのことに達成感を覚えてやめられなくなるという経過
が多い。つまり、摂食障害の症状は図1のような構造になっている。例えば、神経性やせ症では、低体
重が確立する前にさまざまな問題がある。病前からやせ願望が特に強いとは限らないのだが、低体重
になってしまった後は、1gでも体重を増やしたくない心理に陥る。神経性過食症についても同様で、
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さまざまな心理的問題を抱えているが、過食や排出行動が激しい時期には、やせ願望や肥満恐怖が主
な訴えとなりやすい。「過食嘔吐していると何も考えなくてすむ」という人も多いように、心理面は

「ないこと」にされやすいのである。図1の右端に示したように、食行動問題は、一旦確立すると自動
的に悪循環が続いてしまう傾向がある。例えば、過食後に嘔吐があると血糖値が下がり、また爆発的
に過食衝動が出て過食してしまうなどである。自己嫌悪や抑うつ気分は感じているものの、食行動が
自動的に続くので、「今日このような感情があったから過食した」といった関係性を読み取りにくくな
りがちである。拒食においても、低栄養が続くと小腸の吸収機能が落ち、ますます低栄養になるとい
う悪循環がある。

摂食障害では、「やせ願望」と言う症状が広く知られているため、「きれいになりたい若い女性が陥る
自業自得的な病気」「意志を強く持って何とかすべき」と捉えられがちである。コロナ感染症など、社
会を揺るがせる出来事が起きている状況では、「感染症で亡くなる人も多い中、些細なことで悩んでい
る人」という目で見られることもある。摂食障害、特に神経性過食症は、平時でも、「自分さえしっか
りすればよい」「自分が悪い。こんなことで病院に相談するべきではない。」という「セルフスティグ
マ」が起きやすい疾患であることが知られている（西園, 2018）。海外でも事情は同様で、摂食障害支援
団体のサイトでも、「医療者が疲弊している中、こんな大したことがない問題で、医療者を煩わしては
いけないと思わず、必要な援助は受けるように」と書かれている（Beat, 2020）。摂食障害は精神疾患で
あり、本人の決心一つで食べられるようになったり過食をやめられるようなものではないこと、食行
動の背景にはさまざまな心理的、精神医学的課題があることを理解することがまず重要である。

では、食行動の問題が顕在化する前の心理的課題にはどのようなものがあるだろうか。これにはさ
まざまなものがあるが、中でもアレキシサイミア（アレキシシミア）は重要である。これは、失感情症
と訳されるが、感情を失っているというより、自分の感情に気付いて言語化し、人に伝えることに困難
を抱えている状態である。これは病前の特徴でもあるが、摂食障害が進むとさらに悪化する特徴でも
ある。これ以外にも完全癖や自己評価の低さなどがしばしば見られる。これらの問題を抱えた人に何
らかの挫折体験があると、無力感、不安や焦りが強くなり、たまたま試したダイエットで一過性の自信
を得ることを契機に食行動問題が始まってしまう。

そして、摂食障害には、生活が「ワンパターン化」しやすい傾向がある。不安を感じない限られた食
品だけを摂取したり、長時間を要する運動メニューが決まっているなどである。本人には安心のため
の「ワンパターン化」であるが、長期に続くと体重が減少したり、社会適応を困難にする要因となる。
自分の決めた「マイルール」を外れると不安が強まるため、災害やコロナ禍など「平時」でない生活で
は困難を抱えることになる。

このように、コロナ禍で要請されている生活の変化は、摂食障害の発症、発展の各段階にさまざまな
影響を及ぼしている。ここでは、当事者への調査や個別の事例の状況から、どのような影響が読み取
れるかを検討してみたい。

3．「新型コロナウイルス感染症が摂食障害に及ぼす影響」調査から読み取れること
日本摂食障害協会では、自粛生活の中、症状が悪化して困っているという当事者の声が多いことを

背景に、2020年4月15日から同5月7日、さらに同年8月25日から9月11日の2回、当事者にコロナ禍
での症状の変化等に関する実態調査を行った （日本摂食障害協会, 2021）。1回目調査（回答者278名）
は外出自粛期、2回目調査（回答者193名）は自粛解除期に相当する。調査は、日本摂食障害協会のホー
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ムページを活用した匿名のウェブ調査とし、回答をもって調査と結果の公表への同意とした。従来、
日本における摂食障害に関する報告は、入院治療を扱える大学病院等からのデータが多く、中等症以
上の神経性やせ症を対象とするものが多い。神経性やせ症は受診への抵抗が強いことは良く知られて
いるが、神経性過食症も、神経性やせ症以上に受診率が低く（Hoek, 2017）社会の中での有症者の様子
は医療者によく知られているとは言い難い。今回のウェブアンケートでは、2回の調査のいずれにお
いても、回答者の約8割が神経性過食症であった。ウェブ調査のため、あくまでも自己申告の診断で
はあるが、未受診者も含めた地域の実態を反映したデータとは言えるだろう。この調査結果の概略は
以下の通りである。
①神経症やせ症の人の3食の摂取量は、1回目では33.3%、2回目では44.4%が低下したと回答し、拒食
状態が悪化していることが示唆された。ただし、1回目の調査では、3食が増加した人も17.8%に見ら
れた。この背景には、学生で一人暮らしをしていた人が、実家に戻り家族と食事をする機会が増えた
などの事情がある。この現象は、低栄養の改善という意味では望ましいが、心理的援助なしに食事量
が増えた場合、不安が強まったり、その後、さらなる節食を招くことがあるので、これだけで改善のサ
インとは言い切れない。
②神経性過食症の場合、1回目の自粛期の調査では、過食が増えた人が73.1％、嘔吐や下剤乱用などの
排出行動が増えたという人が56.8%であった。東日本大震災など、物流が止まった災害では、過食が
不可能になり、その分精神症状が悪化したという状況も見られたが、コロナ禍では物流は基本的には
保たれており、過食の増加という表現型が可能だったと言える。2回目調査では、自粛期に比較して過
食が悪化した人が41.4%、排出行動が悪化した人が36.9%であり、症状の悪化が続いている人が多かっ
た。しかし、自粛期よりは過食が減った人が15.9%、排出行動が減った人が7.0%と、症状が軽減した人
も少数ながら見られ、生活状況の変化で症状が回復するケースもあることが示された。
③食行動の背景にある元々の不安が悪化したという人も、1回目、2回目共に約半数に見られた。これ
は、対人関係の問題や学校、職場での適応状態などである。憂うつ感についても、1回目調査では、平
時より悪化している人が71.2%、2回目調査でも、自粛期より悪化している人が55.4％と、多くの人が
悪化を経験していた。不眠傾向も1回目では41.0%、2回目は46.6%が悪化を経験していた。コロナ禍
では、過食や嘔吐も増えるが、これでは対応しきれない程、背景の精神症状が悪化する傾向があったと
言える。
④一方で、望ましい方向の行動変容も見られた。例えば「これまで食べられなかったものを食べられ
た」「これまで自分は摂食障害だと話していなかった人に話せた」「生活の『マイルール』に柔軟に対応
できた」などである。いずれも、自らの意志で変えた行動ではなく、毎日買物に行けない、勤務形態が
変わる、一時的に実家に帰る等、コロナ禍での生活の変化によりやむを得ず生じた行動変容である。
しかし、「これまで食べられなかったものを食べられた」では、一時的にできた人が17.1%に対し、今も
できている人が31.6%と、変化を維持している人がいるのは注目に値する。「『マイルール』に少し柔軟
になれた」も、一時的にできた人が32.1％、今もできている人が21.8%であった。
⑤不眠や憂うつ感と症状の関係を見ると、不眠や憂うつ感が悪化している人では、悪化していない人
に比較し、過食や排出行動が悪化している割合が有意に高かった。また、「これまで食べられなかった
ものを食べられた」「『マイルール』に柔軟にできた」等の行動変容についても、憂うつ感が悪化してい
ない人の方が変容が有意に起きやすかった。

食行動だけに対応する治療ではなく、背景の心理にも対応することが重要であることが示唆される。
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4．個別の状況～臨床的スケッチ～
以上は数値的な解析であるが、筆者の知る臨床例や日本摂食障害のコロナアンケートへの回答か

ら、コロナ禍で、個々の人への影響を示すエピソードとしては次のようなものがある。

（1）小児科年齢の新たな発症の問題
海外メディアでは、コロナ禍の患者増のうち、特に児童患者の増加が著しいことを伝えているが

（The Guardian, 2021）、国内においても、児童精神科医からは、神経性やせ症の初診が増えたという声
を聞く。背景として、学校関係者からは次のような声が寄せられている。
①ダイエット情報の影響
「コロナ太り」という新語に表されるように、外出自粛により運動量が減り、体重が増加する人は多

い。そのため、ダイエット法、運動法など体重や体型に注目する情報が、youtubeなどネット上で増え
ている。運動部の生徒の中には、自粛中の部活の制限で体重が増えた生徒も多いが、スマートフォン
を持っていると、小中学生でもこれらの大人向けの情報に曝露されている。

これは児童思春期全般に対する注意だが、コロナ禍で休校だった時期に摂食障害が発症した例とし
ては次のようなパターンがある。
②休校中の生活変化の影響
a. 元々母親との間に葛藤がある中学生。休校期間、家で母親と過ごす時間が長くなり、葛藤が強くな
った。母親が作った食事を拒否するようになり、体重が減少した。これまで特にやせ願望が強いわけ
ではなかったので、どのような病気か迷いながらも母親は本人を受診させた。
b. 発達障害傾向のある中学生。元々、勉強の手抜きをすることができず、学校での小テストの点数や
席次を見ることで、目標を達成していることを確認し、安心していた。休校中、たくさん出た宿題をこ
なしながら、自分の相対的位置を知ることができずに不安が募った。長時間勉強しても安心できなく
なり、睡眠や食事時間を削るようになってしまった。体重減少が見られたため家族が受診させた。

この2例は、コロナ以前から存在していた問題が、休校期間がきっかけで摂食障害に発展した事例
である。ダイエットや運動情報の氾濫で体重に注目した面もあるかもしれない。

一方で、休校期間は子どもが家におり、親も在宅勤務が増えたため、子どもの変化に気付きやすいと
いう面もある。想定していななかったことだが、二次予防という面では、平時よりも、早期発見をしや
すいとも言える状況になっている。

（2）既に発症、受診している人の場合
コロナ感染症の流行前から発症、受診していた人々に対しても、コロナ禍による生活の変化により

次のような変化が見られた。
①生活の変化が症状に変化を起こし、症状の成り立ちを理解

生活の変化が症状に変化をきたした例としては次のようなものがある。
a. 大学への通学に時間がかかり、以前は時間の余裕がなかった。友人より基本的学力が劣っている気
がしていたがどうして良いかわからなかった。コロナ禍、オンライン授業中心となり、通学しなくて
良い日が増えると同時に過食が減った。自分では自覚していなかったが、さまざまなストレスがかか
っていたことを理解した。
b. 治療により体重は安定しているが、実は空腹感や満腹感が良く分からない。家では、いつどれくら
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いの食物を食べて良いかわからないため、コロナ禍以前は、近所のファミリーレストランなどで一人
前を注文して食べるようにしていた。コロナで店が閉まり、何を食べて良いかわからなくなって体重
が減少した。やせようという意志でやせたわけではない。人と会食するのは嫌だが、「参照するため
の人」「出ていく場」は必要だとわかった。
c. 飲食関係の仕事だったため、コロナで出勤が減った。時間がたっぷりあったので、CDを聞いた。こ
れまでは考えないようにしてきたが、20年以上前、音楽を志しながら挫折した際のさまざまな思いを
自然に思い出した。それらの思いを反芻しているうちに、過食が止まった時期もある。その後少し症
状が再燃してしまったが、「食物は単なる置き換え。本当はもっと考えなくてはいけないことがいろ
いろある」ということは実感できるようになった。

このように、日々、症状や食事への対応で手一杯だった状態からの変化を経験し、症状の成り立ちや
背景について理解が進んだ人もいた。症状が減った状況での自分の体験をよく検討することは、その
後の治療に有用であろう。
②治療へのアクセスの変化の影響

コロナ禍で対面の治療ができなくなる等、治療形態の変化による症状の変化を経験した当事者もい
る。
a. 2020年春から大学にも入構制限があり、ずっと続けていた学生相談室でのカウンセリングが受けら
れずに悪化した。
b. 通っている病院で、コロナ対応のためしばらくは入院は出来ないと言われて不安になった。入院は
嫌だが、もし本当に具合が悪くなった時に入院させてもらえないとどうしようもないと思い、少し食
べる量を増やせた。

これらの事例は、治療が再開した際には、治療の中で自分でできることは何か、その上で治療者と一
緒にできることは何かを話し合えば、治療は前進するだろう。

5．コロナ禍と、摂食障害の一次予防、二次予防、三次予防
摂食障害は、早期の受診率が低く、初診の段階で既に重症であったり、身体的、精神的併存症も多い

という点に治療の難しさがある。今回のコロナ禍では、従来とは若干異なって、早期の受診もあり、長
期化例にもさまざまな変化が見られた。コロナ禍での経験から摂食障害の予防の諸段階については次
のように考察できる。

（1）若年層の一次予防と二次予防
他の疾患と同様、摂食障害についても早期発見と早期の治療開始が重要なのは言うまでもないが、

学校等で何を指標に早期介入をすればよいかと言うと、必ずしも明確ではない（西園, 2021）。統合失
調症のAt Risk Mental State: ARMSに相当するものは何だろうか。神経性やせ症は、やせ願望が強
く体重が減少する疾患だと考えれば、やせ願望が平均以上だったり、一定以上体重が減った生徒を発
見することなどが早期発見に役立つと考えられることが多い。これらは分かりやすい指標であり、実
際、体重がある値以下の人、前年に比較して体重が減っている人に保健室が気を付けて声をかけるな
どの対応が行われている。しかし、摂食障害の症状の成り立ちが図1のようであると考えると、早期
発見のためには、体重のことにこだわるようになる前に、完全癖が強かったり自己評価が低い者、無力
感が強い者などをハイリスク者として発見する必要がある。しかし、これらは非特異的な症状である。
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自己評価が低い者をハイリスク者として抽出できたとしても、それらがすべて摂食障害予備軍という
わけではなく、うつ病や境界性パーソナリティ障害のハイリスク者あるいは前駆段階という可能性も
ある。摂食障害のグレーゾーンとうつ病のグレーゾーンというような場合もあるだろう。上記の発症
例を見ても、非特異的な問題を持っていた人が発症している。上記の発症例のような「母親との葛藤
が強い」人が、神経性やせ症になるのかうつ病になるのか非行行動が増えるのかを予測するのは難し
い。このことを考えると、学校現場の早期発見は、ある特定の疾患に集中するのではなく、非特異的な
ものである必要があるだろう。

また、学校では、「ダイエットのやりすぎはやめましょう」といったメッセージで、発症そのものを
抑えようという一次予防が重視される傾向があるが、「ダイエットをすると身体が壊れる」などの恐怖
心を持たせるメッセージは、相談に結びつかないことがある。ぜひ相談してほしいとこちらが思う、
既に前駆症状を持っている生徒ほど、叱責されることを怖れて相談に来ないことも多い。「自分流のダ
イエットをやっていて、困っていませんか。」といった、二次予防のメッセージを強調する必要がある
だろう（西園, 2008; 西園, 2018）。また、もし今後コロナ禍が続くのであれば、「過体重の弊害に気を付
けるべき大人向けの減量、運動情報が増えているが、成長期の皆さんには役に立たない場合も多い。
そのまま模倣せず、迷ったり困ったら相談を」というメッセージも必要であろう。

今回コロナ禍で観察された、発症後ただちに治療に結び付いた事例は、治療への反応が比較的良い
印象もある。「元々こういう問題があって親としては心配していた」「元々こういうことを悩んでいた」
という体験が比較的身近なことであり、「コロナでこの問題が大きくなってしまったが何とか解決し
よう」という治療動機も持ちやすく、戻るべき学校生活も目の前にある。食行動の問題がしっかり固
定してしまう前の今回のような介入と、ある程度症状が確立してやっと治療が始まる平時の介入とで
経過がどのように異なるかについては、今後検証が必要だろう。

（2）既に発症して地域に生活している人の受診行動
摂食障害は、有病率に比較して、受診率が低い疾患である。海外からの報告では、神経性やせ症は有

症者の約半数、神経性過食症は1割強しか医療に繋がっていないというデータもある （Hoek, 2017） 。
あるシステマティックレビューによれば、受診を促す要因としては、他の精神症状や心理的苦悩、健康
問題などが挙げられている（Ali et al., 2017）。コロナ禍ではこれらの受診を促す要因が増えていると
も言える。一方、受診を妨げる要因としては、摂食問題について相談するのは恥ずかしいという恥の
感覚や、自分で何とかするべき問題だというセルフスティグマ、病状の否認などがある。日本では、コ
ロナ禍で、摂食障害が特に社会の話題になっているわけではないが、「コロナ太り」や体重コントロー
ルの難しさなどが話題になっている現在、摂食問題について話すことの恥の感覚は若干薄れているか
もしれない。既に発症している人には症状が悪化した人が多いが、受診への心理的バリアや促進因子
という面では受診のハードルは下がっている可能性はある。

（3）三次予防
長く症状を持っている方の場合、上述の通り、症状が悪化した人が多い中で、良い方向への行動変容

も観察された。筆者自身、20年以上治療してきて、治療者には起こせなかった行動変容をコロナ禍が
起こしたことも目の当たりにした。長期化して生活が「ワンパターン化」した当事者にこのような変
化が起きるのは得難い機会である。長期化した当事者の重症化を防ぐ三次予防という面では、ここで
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起きた変化を一過性の変化に終わらせず、持続させることが重要であろう。近年盛んになっている動
機付け面接法（Miller et al., 2002 ）では、症状を減らすというより変化を起こすという視点から面接が
行われ、摂食障害の領域でも応用されている。変化は、長期化した摂食障害の治療では重要な概念で
ある。治療者が起こした変化でなくコロナ禍が起こしてくれた変化であっても、それを振り返り、定
着させる作業は必要であろう。

近年、精神疾患にはリカバリーの概念が重視されている（Leamy et al., 2011; Van Eck et al., 2018）。
リカバリー（回復）には、医学的（臨床的）リカバリーとパーソナルリカバリーとがある。医学的リカバ
リーとは症状の軽減で、統合失調症ならば幻聴の軽減など、摂食障害ならば体重の回復や過食頻度の
減少などが相当する。パーソナルリカバリーは、対人関係を回復したり、病気を経験することで新た
な気付きがあったり、さまざまなエンパワメントを得ることである。統合失調症圏の疾患での議論が
盛んであるが、統合失調症圏では、医療者が治療を担当する医学的リカバリーとパーソナルリカバリ
ーとが必ず相関するとは限らないため（Van Eck, 2018）、パーソナルリカバリーも視野に入れて支援
する重要性が強調されている。しかし、これらの疾患は、完全な医学的リカバリーを遂げることは一
般には困難であり、服薬を継続しながらいかにパーソナルリカバリーを遂げるかが現実的な治療目標
となってくる。一方、摂食障害の経過は多彩であり、早期に治療することで、少なくとも症状レベルの
医学的リカバリーが進む事例は珍しくない。症状が軽減した後は、医学的リカバリーでもありパーソ
ナルリカバリーでもある心理の問題にしっかり取り組めば、完全な医学的リカバリーもあり得る。一
方、低体重が長年続いて医学的リカバリーは困難な事例も多い。このような事例では、社会参加を促
しながらパーソナルリカバリーを目指すことになる。しかし、興味深いのは、摂食障害では、これら長
期化事例でも、何らかの契機で医学的に目覚ましく回復し、医療的対応が不要となるケースも散見さ
れることである。ここで述べてきたようなコロナ禍の変化は、事例によっては医学的リカバリーの契
機になり得ると言える。

近年、治療効果エビデンスが論じられているのは、フォーマットが固定し、比較的短期の認知行動療
法などであり、その治療効果は、過食の頻度など医学的リカバリーの範疇である。しかし、長期経過を
考えると、コロナ禍で見られたような変化を定着させるための、適時介入的な、緩やかな治療にも意味
があることが示唆される。医療者は、どのような契機による変化であれ、体重や過食の頻度だけを見
るのではなく、医学的リカバリーとパーソナルリカバリーが連動するよう、支援することが重要であ
ろう。

COI; 利益相反はない
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抄　　録

精神疾患は5人に1人が経験し、その約75%は25歳以前に発症するとされている。自身のメンタル
ヘルス不調・精神症状に対して、若年者の多くは戸惑いを覚え、時に自身を責め、自ら援助希求行動に
至るには極めて高いハードルがある。その結果、家族や友人、学校、職場、さらには社会から孤立する
ことも稀ではない。そのうえ昨今の新型コロナウイルス感染症の拡大、いわゆる「コロナ禍」の影響に
より、他者との物理的つながりのみならず、心理社会的なつながりすら希薄となっている若年者も多
い。近年、精神科早期介入の一つの流れとして、若年者に向けた地域の早期相談・支援窓口を設置す
る試みが世界的にある。本邦においても、2019年より厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研
究事業「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システム開
発についての研究（MEICIS）」の一環で、東京都足立区にワンストップ相談センター「SODA」が開設
され、実証的な取り組みを行っている。SODAにおいて、オンライン面接を含め相談・支援を実施す
る中で、若年者の孤立・孤独がコロナ禍のため一層深刻化している様子が浮かび上がっている。

1．はじめに
精神疾患は5人に1人が経験し、その約75%は25歳以前に発症するとされている（Kessler et al., 

2007）。人生で初めて体験した未知の感覚であろう自身のメンタルヘルス不調・精神症状に対して、10
代前半～20代前半の若年者の多くは戸惑いを覚え、時に自身を責め、自ら援助希求行動に至るには極
めて高いハードルがある。その結果、家族や友人、学校、職場、さらには社会から孤立することも稀で
はない。そのうえ昨今の新型コロナウイルス感染症の拡大、いわゆる「コロナ禍」に伴う生活様式の急
激な変化は、全世代に大きな負の影響を与えていることは間違いないが、特に精神疾患の好発年齢で
ある若年者においては、深刻な影響が報告され始めている（Czeisler et al., 2020）。コロナ禍により、他
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者との物理的つながりのみならず、心理社会的なつながりすら希薄となり、若年者の援助希求を妨げ
る壁はより一層高くなっている。そこにどれだけの困難や葛藤があるかを今一度考える必要があるだ
ろう。若年者の抱えるメンタルヘルス不調・精神症状は、多分野多領域にまたがる困難と密接に関連
しているため、若年者が早期に援助希求に至ることができるよう、医療機関も含めた地域における連
携体制が欠かせない。その具体的な手法として、さらにコロナ禍が深刻な影響を与える若年者を取り
巻く社会課題の解決策として、これまで医療機関を中心に培われてきた精神科領域の早期介入のエビ
デンスを、地域の早期相談・支援という形に応用して社会実装することが光明となり得る。本稿では、
ワンストップ・ケアの理念を基にスタートした若年者に向けた早期相談・支援窓口「SODA（Support 
with One-stop care on Demand for Adolescents and young adults）」について、コロナ禍における実
践を含めて、その取り組みを報告する。

2．精神科早期介入から地域の早期相談支援へ
1990年代より活発になった精神科領域の早期介入研究・臨床実践は、当初、統合失調症を中心とし

た精神病性障害をその主な対象としていた。精神病未治療期間（duration of untreated psychosis：
DUP）を指標として、精神病性障害に対して早期発見・早期治療を行うことで予後が改善されること
が示されるなど、早期介入の重要性を裏付ける研究結果が世界各国で相次いだ（Ito et al., 2015）。さら
に、精神病性障害のリスク状態at-risk mental state for psychosis（ARMS）に注目が集まりその操作的
同定基準が提示され、予防も視野に入れた試みへと広がっていった（Yung et al., 1996）。一方で、
ARMSは当初想定されていたよりも、多様な症状、転帰を持つ一群として多くの議論を呼ぶこととな
った。近年では、ARMSの多様性に関する議論も相まって、精神科早期介入の流れはその裾野を大き
く広げ、精神病性障害のみならず精神疾患全体をその対象として取り組みが進んでいる。また、精神
疾患を「健常～非特異的なメンタルヘルスの不調～リスク状態～顕在発症～不全寛解・慢性期」とグ
ラデーションを持つ次元構造と仮定する「臨床ステージ分類clinical staging」の考え方を、精神疾患全
体に拡大して当てはめる試みも注目されている（Shah et al., 2020）。

同時に、早期介入のサービスモデルについても、多くの実践を基にした検討がなされてきた。その
代表は、初回エピソード精神病性障害やARMSを対象とし、早期精神病に特化した医療サービスを提
供する試みである。オーストラリアにおけるEPPIC（Early Psychosis Prevention and Intervention 
Centre）はその走りである。本邦においても例えば、富山大学における「こころのリスク外来」、東北
大学における「SAFEクリニック」は専門外来という形で、東邦大学における「イルボスコ」は専門デ
イケアという形で実施されてきた。早期精神病に対する専門医療サービスの有用性は世界的に報告さ
れ、近年ではその費用対効果に関する肯定的な報告も増えつつある（Aceituno et al., 2019）。

しかしながら、医療モデルによる早期介入を実践する際に大きな課題となることは、精神疾患を発
症した、またはリスク状態を呈した若年者が、医療機関の受診に至るまでのハードルの高さである。
残念ながら、多くの若年者において、微弱な精神病症状に限らず抑うつや不安などメンタルヘルス不
調を抱えても医療機関へ援助希求には至らず、精神疾患の顕在発症に至ってもなお、医療機関へ早期
に援助希求するには困難を極めている。実際に、ARMS専門のクリニックを設置するなどハイリスク・
アプローチによる早期介入の効果は、地域全体でみると極めて限定的であるという批判もなされてい
る（Ajnakina et al., 2019）。この背景には、スティグマ（偏見）による医療機関への援助希求の敬遠や、
若年者の抱えている困難が医療以外の多領域にもわたることによる援助希求先の不明瞭さ、さらには
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経済的困窮など、様々な問題がある。ここへきてコロナ禍は、深刻な追い打ちである。コロナ禍にお
いては、外出が物理的に制限されることや、感染対策あるいはその不安から対人接触を避けるなど、

「気軽に話をする」ことすらままならない状況にある。その中で若年者が、自らの困難を他者に打ち明
けるといった援助希求行動から一層遠のくことは想像に難くない。

近年、若年者が物理的にも心理的にも気軽にアクセスが可能な地域の「早期相談・支援窓口」を社会
実装する動きが世界的にみられる（Hetrick et al., 2017）。具体的な機能としては、精神疾患を有する
か否かなどで利用対象を制限せず、若年者が何かしらの悩みや困難を抱えた際に、医療以外の如何な
る問題でも「ワンストップ」で受け付けて、地域における早期の援助希求先となることを目指したサー
ビスである。精神疾患の発症前後の若年者に対して、医療相談を含む包括的な相談を実施し必要な支
援の道筋を立てていくことで、疾患の予防や軽症化につながることが期待される。ただし、この窓口
においては、最新の知見に基づく適切な見立てや支援のみならず、過剰な医療化を防ぐことやスティ
グマを扇動しないための配慮は必須であり、「臨床ステージ分類」の概念や、発症閾値以下のリスク状
態に関する理解など、これまで主に精神科領域の早期介入として培われてきたエビデンスに基づいた
運用が必要である。この取り組みが早くから進むオーストラリアでは、「headspace」と呼ばれるセン
ターをオーストラリア全土に設置している（McGorry et al., 2019）。センターの設置数は年々増加し、
2021年現在では110ヶ所を超え、国家規模のプロジェクトになっている。アジアでも、シンガポール
における「CHAT（Community Health Assessment Team）」など、各国の医療制度や地域特性に応じ
た実践が進みつつある（Lee et al., 2019）。

3．本邦における早期相談・支援の実装
本邦では平成25年からの第6次医療計画の中で、精神疾患は、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病

と並んで、新たに5疾病の一つとして指定され、その医療体制のあり方についてさまざまな検討がな
されてきた。平成29年には「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」において、今後、

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を目指すことが示された。本システムの理念
として、精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが地域の一員として安心して自分らしい暮らしを
することができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括
的に確保されることが掲げられている。すなわち、その対象は一部の精神障害を有する者のみではな
く地域住民全体であり、障害の増悪防止や社会復帰支援といった三次予防のみならず、一次・二次予
防の視点も欠かせない。本システムは現在進行形で具体的な構築方法が検討されている段階である
が、若年者に向けた早期相談・支援窓口を本邦の実情に合わせて社会実装することは、本システムを
持続可能（sustainable）なものとするためにも合理的な方法である。早期段階での対応による精神疾患
の発症予防や軽症化、また罹患した際においても早期の社会参加や社会復帰を目指す、システムにお
ける「入口と出口」への対応により、システムの運用を機能的にも財政的にも、より現実的かつ理想的
なものとすることができる。

この中で、平成31年度より厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業として、「地域特性
に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システム開発についての研究」

（研究代表者：東邦大学医学部精神神経医学講座 根本隆洋）が開始され、MEICIS（メイシス、Mental 
health and Early Intervention in the Community-based Integrated care System）とプロジェクトを
名付け、研究・実践が行われている（Takubo et al., 2020） 。本邦の地域差を表す類型と考えられる４
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か所のモデル地域（京浜地区、東京都足立区、秋田県、埼玉県所沢市）を設定し、地域を問わず通底する
理念とともに、地域特性を取り入れた具体的な早期相談・支援の体制の在り方と、実現可能なモデル
を検討し、政策提言に向けた地域での実践を続けている。MEICIS足立区サイト（研究分担者：東邦大
学医学部精神神経医学講座・医療法人財団厚生協会メンタルクリニック三叉路 田中邦明）では2019年
7月より、若年者に向けた早期相談・支援窓口「ワンストップ相談センターSODA」を、中心地である
北千住駅前に開設し、実証的取り組みを行っている（図1）（内野ら, 2021）。

図1　SODAリーフレット
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4．ワンストップ相談センターSODAのサービスモデル
世界的な取り組みが進む若年者に向けた早期相談・支援窓口の実践を基に、我々は新たな取り組み

としてワンストップ相談センターSODAを開設し、概ね15～35歳の若年者の抱える多様な悩みや困
難に関して、幅広く相談を受け付けている。精神科医、精神保健福祉士、公認心理師、保健師、看護師
から構成される多職種専門チームにより、若年者の抱えている問題を整理し、生物・心理・社会モデル
に基づく包括的アセスメントを行っている。これまでに寄せられた相談内容のうち、70%以上はメン
タルヘルス不調や精神症状に関連したものであり、具体的には学校や職場でのストレス、社交不安や
パニック発作、うつ病相当の抑うつ状態などであった。中には未治療の精神病性障害が疑われる精神
症状を抱えながら、医療機関ではなく地域の窓口であるSODAへ援助希求をする例も見られた（内野
ら, 2021）。また、特筆すべきこととして、相談者は、平均2.8個の複数領域にわたる内容を同時に相談
していた。具体的には、メンタルヘルス不調以外に、学校での困難、家族問題、社会的孤立、経済的困
窮、インターネット・薬物依存、LGBTQなど多岐にわたっていた。これらの相談者は、メンタルヘル
ス不調を主訴として援助希求していない場合も多く、時間をかけて話を聞く中で、メンタルヘルス不
調と多領域にわたる困難が複雑に絡み合っている様子が明らかになっている。来談した相談者のアン
ケートにおいて90%以上は、自身の相談内容について「どこに相談したら良いか分からなかった」と
回答していた。また、相談者のうち、70%を超える者は何らかの操作的診断基準を満たす精神疾患を
抱えており、神経症や気分障害がその主たるものであった。しかし、医療機関で治療を受けていたの
はその約半数にとどまっていた。つまり、多くの若年者は精神疾患を抱えていても、援助希求先とし
て医療機関を選ばずに、地域の相談窓口に来談しているといえる。このことは、困難を抱えた若年者
にとって、医療機関を受診することが如何にハードルの高いものかを物語っている。若年者の相談窓
口において「どのような悩みでも受け付ける」ワンストップによる対応をすることにより、結果とし
て、本人が自覚していない、あるいは援助希求をしづらいメンタルヘルス不調・精神症状へリーチす
ることにつながり、早期相談・支援になると考えられる。

さらにSODAでは、主に精神保健福祉士がケースマネージャーとなり、概ね6ヶ月間を目安とした
「臨床型ケースマネジメント」を実施している。これは、ケースマネージャーが様々な関係機関の橋渡
しをする「支援の仲介者」の役割を担うだけでなく、対象者と協働的関係を構築しながら自らも心理社
会支援を実施する、「支援の提供者」の役割を担うケースマネジメントの手法である（Dieterich et al., 
2017）。自身で明確に支援のニーズを表明しにくく時にスティグマを抱えた若年者の支援において
は、関係機関を紹介するということに重きを置いた仲介型ケースマネジメントよりも、臨床型ケース
マネジメントが有用である。その支援内容は多岐にわたり、メンタルヘルス不調・精神症状に対する
精神・心理療法、就労支援、家族支援、日常生活に関わる支援、各種関係機関・社会資源の連携調整な
どが挙げられ、相談者のニーズに応じて柔軟に支援を実施している。そして、医療・教育・保健・福祉
など多分野多領域にまたがるフォーマルな各種関係機関、および家族や地域の助け合いといったイン
フォーマルな支援者による連携体制を構築していく。SODAはこれらの包括的アセスメントと臨床型
ケースマネジメントを、医療機関の受診ではなく、あくまで地域の相談として無料で利用できる常設
窓口である（図2, 内野ら, 2021より改変）。
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図2　ワンストップ・ケアにおける若年者に向けた早期相談・支援窓口のサービスモデル
（内野ら, 2021より改変）

これらの相談・支援の内容とともに、窓口の運用に関して勘所となることがある。それは、若年者
の物理的・心理的アクセシビリティの向上である。オーストラリアのheadspaceなどによる実践報告
や、若年者向けヘルス・サービスに関する世界保健機関の推奨事項では、以下のことが挙げられてい
る（World Health Organization, 2012）。例えば、開所日時は、社会参加や復帰において主体的な場所
となる学校や仕事の妨げとならないよう、夕方・夜や土曜・日曜を含み、窓口の設置場所としては、若
年者の集まりやすい繁華街の中が有効とされている。ハード面においても、通りに面した1階である
こと、開放的でカフェのような雰囲気であること、絵画や音楽などのアートを取り入れることなどが
挙げられている。SODAでは、これらのことに準じて運営している。また実践を通じる中で、相談者
が自身の絵画や手芸作品を持ち寄り展示するなどし、ピアとしての主体的な参加を積極的に受け入れ
ている。

5．コロナ禍における早期相談・支援
2019年7月にSODAを開設し、ほどなくして新型コロナウイルス感染症の世界規模の流行が始まっ

た。本邦においても、2020年4月には1回目の緊急事態宣言が発出されるなど、人々の生活は変化を余
儀なくされた。例えば、多くの学校では休校やオンライン授業への移行、企業ではテレワークの推進
など急激な変化を求められた。その余波は、若年層の自殺者数の増加など顕著な数字でも表れている
が（Tanaka and Okamoto, 2021）、若年者が抱える困難や悩みにも変化をもたらしているように感じ
る。特に、他者との物理的なつながりが極端に減ることにより、心理社会的なつながりすら希薄にな
っている者は多い。これはあくまで我々の実践を通じての印象であるが、コロナ禍の若年者に対する
影響は、感染症自体に対する不安や恐怖よりも、実生活での変化によるメンタルヘルス不調、さらにそ
れに伴う社会生活における困難の方が大きいように思われる。相談内容の変化は、本邦における感染
拡大直後よりも、そこから数か月～半年経ち、「休校明けに登校できなくなった」、「テレワークが続
き、仕事に集中ができない」、「仕事を解雇され、次の職が見つからない」などの形で表れている。さら
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に、「身近なことを、気軽に周囲の人に相談ができなくなった」とコロナ禍での援助希求の難しさに関
する意見も多い。特に、大学生は単身生活をしている者も多く、さらに就職活動の先が見えない中で、
不調を呈して来談する件数が増えた。

人間の社会生活における機能へ密接に影響する個人の要因として、内発的動機づけが注目されてい
るが、Deciらは人間の本来的な動機づけの一つとして、有意義な対人関係を持ちたいという心理的欲
求を挙げている（Deci and Ryan, 1985; Uchino et al., 2021）。コロナ禍により自然な心理的欲求である
対人関係を持つことが困難になり、物理的な孤立、心理的な孤独が社会生活に負の影響を与えること
が考えられる。しかし一方でSODAにおいて相談を受ける中では、生活様式の変化について「自分の
ペースで勉強、仕事、人間関係作りをできるようになった」と肯定的な意見も聞かれる。また、コロナ
禍により、対人関係の重要性を再認識している者も多いと思われる。この変化を、むしろ柔軟に受け
入れることが出来るのも若年者の強みと考えられる。世界的に見ても幸福度の低さが顕著とされる本
邦での生活のあり方を今一度見直す良い機会なのかもしれない（Helliwell et al., 2021）。

早期相談・支援窓口の運用における実際的な面でも、コロナ禍で変化を求められている。SODAは、
対面での面接を相談・支援の基本構造と設定して開設したが、コロナ禍以前から若年者のアクセシビ
リティを向上させるため、電話、メール、ビデオチャットによるオンライン面接、ソーシャルネットワ
ーキングサービス（Social Networking Service：SNS）、アウトリーチを柔軟に組み合わせて用いてい
た。その後、感染拡大に伴う外出自粛要請が本格化した際には、ビデオチャットを用いたオンライン
面接が感染対策の面から有効な手段と考えられた。若年者ではオンライン授業やテレワークへの移行
が急速に進んだこともあり、オンライン面接に対する抵抗感は少ないように思われた。SODAでは、
緊急事態宣言中は対面の代わりに（初回相談・継続相談いずれも）オンライン面接に切り替えることが
可能であると相談者に伝えていた。しかしながら、多くの相談者は対面での相談を希望し、オンライ
ン面接の利用は限定的であった。これには、我々が対面での面接を基本として開設した影響もあると
思われるが、若年者にとってもオンラインでは満たされない、対面だからこそのニーズがあると考え
られた。

一方で、感染対策の面以外に、オンライン面接が有用な場面も経験している。まず一つは、初回の面
接時である。初回時点で、若年者は援助希求すること自体に不安を感じていることが大半である。そ
こで、オンライン面接により、面接担当者の顔や相談する場所の雰囲気を確認することで安心が得ら
れ、2回目以降から不安なく直接来所することにつながった例がある。次に、継続的な面接をしている
相談者の臨時の利用である。若年者の支援において、継続性は非常に重要な課題であり、若年者が一
度援助希求をしても実際的な解決に至る前に支援が中断してしまうことは多い。様々な理由で来所が
できない際に、オンライン面接により、自宅や出先で気軽に相談を継続できることのメリットは大き
い。

コロナ禍の終息を一刻も早く願うばかりであるが、ポストコロナ、ウィズコロナの時代において
も、ビデオチャットによるオンライン面接は、対面での相談・支援を補完する有用なツールとなり得
る。さらには、アウトリーチにおけるマンパワーの軽減など、様々な応用が期待できる。今後、その具
体的手法や留意点について、実証的な取り組みを進めながら発信していきたい。また、現在SODAで
は匿名のSNS相談は実施していないが、そのニーズは高いと思われる。早期相談・支援において、対
面、オンライン面接、SNSとどのように使い分けるのか検討を進めていく必要があると思われる。
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6．早期相談・支援窓口の社会実装と普及
オーストラリアにおいて早期相談・支援窓口が全国的な普及を見せた背景には、headspaceが設置

される以前には、たとえば本邦における保健所・保健センターのような機関を含め、地域における相
談窓口は存在せず、メンタルヘルス不調や精神疾患に関する相談は直接、総合診療医を訪れる以外に
なかったことが挙げられる。本邦において、特に都市部では、既に多くの精神科医療機関をはじめ様々
な社会資源が存在している。しかし、それらが体系的に連携することはしばしば困難である。この解
決策として本邦では、相談の「入り口」かつ支援の「ハブ」となる専門窓口を設置し、医療機関も含む地
域の既存の社会資源を有効に活用するワンストップ・ネットワークの構築を目指すことが現実的であ
ると考えられる。今回、厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業を基に始まったMEICIS
においてSODAを開設するにあたり、地域の精神医療を担ってきた医療法人財団厚生協会東京足立病
院・メンタルクリニック三叉路の協力を得た。今後SODAのような早期相談・支援窓口を普及させる
にあたり、実施の核となる人的資源は、地域特性に応じて柔軟に変更することで、再現性が向上すると
考えられる。たとえば、保健センターなどの行政機関が若年者の支援を既に重点的に取り組んでお
り、地域の連携の核として機能している場合は、これらの職員の地域連携の土壌を生かしながら、
SODAの早期相談・支援ノウハウを利用することが実際的であると考えられる。このノウハウに関し
ては、実践的な教育方法も並行して検討する必要がある。さらに、これを持続させる財政的基盤の確
保も急務である。一方、コロナ禍においては、若年者支援の重要性がクローズアップされる機会は増
えている。未曾有の危機的状況である今こそ、これまで培われてきた精神科早期介入のエビデンス
を、地域の早期相談・支援のプラクティスとして社会実装・普及する必要があると考える。
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抄　　録

新型コロナウイルス感染症（以下、コロナ禍）が及ぼす社会的影響は、社会的弱者の若者にも影響を
及ぼしている。特に、精神疾患へ移行する可能性のある若者、すでに精神疾患を抱えながら一般就労
を目指す若者にとって、コロナ禍に起因する労働環境の悪化（解雇・失業率の増加）により、働く場を
失いさらに生活の場を失ってしまうことによる症状の悪化などが懸念される。

彼らの就労形態の中には、非正規雇用かつ寮付き派遣の仕事が多く、解雇によって住居も同時に失
ってしまうケースも起こっている。生活環境の悪化によりさらに精神症状が顕著になることも懸念さ
れ、早期介入の必要性からもコロナ禍の中で、どのように早期に支援体制を構築し地域ならびにチー
ムで支えていくべきかの段階になっていると考える。

一方、若者のリカバリーのスピードや可能性においては、筆者の支援機関での事例からも期待する
ところでもあり、彼らのストレングスを活かした支援スキームを、コロナ禍によって失われつつある
あたりまえの生活を取り戻すための就労支援のあり方を、どのようにカスタマイズしていくか本稿で
考察した。

今後の雇用情勢にもよるが、大都市圏の求人と地方での求人の傾向から、さらに感染のリスクを回
避する上でも生活の場を一時的に地方へ移行し就労支援を行いながら、安心安全な生活の場を提供し
ていくことからスタートし、段階的かつ包括的な支援スキームを構築していく。

1．はじめに
厚生労働省のデータによると、「新型コロナウイルス感染症に起因する雇用への影響について」、

2021年度7月時点で、宮城県における解雇等見込み労働者数は2,667人となっており、特に非正規労働
者の減少などが傾向として起きている（厚生労働省, 2021a）。また、若年無業者・失業者について、総
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務省統計局「労働力調査（基本集計）2021年（令和3年）6月分結果」を見ると、15歳〜24歳の世代で
2019年4月と比較していくと、26万人→33万人（7万人増）となっており、最も影響が大きいことがわ
かる（総務省統計局, 2021）（図1）。また若年無業者は「非労働力人口（就業者、完全失業者以外の者）の
うち、家事も通学もしていない者」と定義されていることから、高校・専門学校・大学等の若者がアル
バイトの減少による打撃が影響していることも推測される。
 　そのような状況下において、筆者の運営機関でもある社会的弱者の若者への就労支援のコンテンツ
としてあらたに導入した「Cash for Work」の支援スキームの事例に沿って、コロナ禍における今後の
若者の就労支援のあり方を考えていきたい。

図１　年齢階級別完全失業者数（総務省統計局　労働力調査P4より抜粋　2021）

2．倫理的配慮
本論の作成に際し、事例には本論に対する説明を行い、書面にて同意を得た。

3．キャッシュ・フォー・ワーク（以下CFW）とは
NPO法人Switch（以下Switch）では、2021年度より、内閣府による休眠預金等活用法に基づく助成

金を受け、CFWを取り入れた、コロナ禍における雇い止めや就労機会の急激な減少に直面した若年無
業者に対し、職能開発を目的とした雇用の提供として「CASH FOR WORK MIYAGI2020」を開始した。

CFWのはじまりは、1960年頃から行われてきたフード・フォー・ワークが前身と言われており、飢
餓発生時の人道支援手法として、次の飢餓の発生を予防するための行動を農民に実施してもらうため
のインセンティブとして食料給付を利用。 その後は、現物よりも現金を用いた支援の有効性が認識さ
れCFWが誕生したと言われており、現在は、一時的な失業者のセーフティネットとして広く世界で活
用されているということが示されている（永松, 2013）（図2）。

CFWのメリットは、①個人のエンパワーメントが可能になること　②短期的な雇用創出につなが
ることがあげられるが、一方デメリットとして　①プログラムへの依存を引き起こすこと　②安全上
のリスクなどがある（Mercy Corps, 2008）。
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図2　キャッシュ・フォー・ワークとは（永松, 2013）

4．コロナ禍の若者への緊急時における職能開発を目的とした雇用の提供（CFW）
Switchでは、社会的弱者の若者への就労支援の場として、2013年より石巻市内に「石巻NOTE」、

2014仙台市内に「仙台NOTE」を開設し通所型の支援活動を行っている。当初は、こころの病のある
若者への早期支援・早期介入を重点に個別援助付き雇用Individual Placement and Support（以下
IPS）を理念とした就労支援の活動を行ってきた。ストレングス視点による支援アプローチは、本人の
豊さ、生得的な才能、スキルなど多様な強みを見つけ出していくプロセスを大事にしていくものであ
る（Becker and Drake, 2003）。本人が働きたいと希望を語ることを尊重し就労支援を行うことは、一
方で失敗というリスクも背負うことにもなりうる（Swanson and Becker, 2015）。

しかし、それらの経験は、本人にとって失敗のままでの経験を重ねるということではなく、伴走者と
経験を共有することで体験が経験に変わっていくプロセスを大切にすることを意味する。

CFW MIYAGIでは、これまで「農業」と「IT」の分野で開拓した就労支援先へ8名の若者が職能開発
を目的とした雇用を実現している（図3）。

農業編
【仙台地区】

仙台駅から車で20分程度の、比較的都市部での小規模農業法人にて実習を行っている。
小規模な農業法人で実習することで、実践的な営農〜出荷の流れについて、幅広く吸収することが

出来ている。
一方で大型の農業生産法人で求められるスピードや、生産量の確保のための作業量の経験を積むこ

とは、今後の課題として残る。
【石巻地区】

住み込みにて5か月間の実習を実施している。ホップの生産に関わる苗の管理、圃場整備や、冬場
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のセリの収穫、出荷作業、春の本格的な生産に向けての土づくりなど、幅広い作業を経験することが出
来た。

図3　NPO法人Switch CFW MIYAGIの取り組み事例（農業分野）

IT分野（図４）
仙台地区にて、研修を中心に実施することが出来ている。将来の方向性によって４つのグループに

分かれてきているため、グループごとの活動概要は以下の通りとなる。
【IT（映像：就職）グループ】

1名が映像関係の起業にて、職場実習をしながら将来的な就職、あるいは起業を目指している。現場
の実習を進めながら、起業チームとの連携も視野に入れる。

【IT（映像：起業）グループ】
2名は映像関連の起業を目指して活動を開始している。現在は仙台市内の生花店のプロモーション

映像の制作を開始するとともに、事業モデルの構築に取り組み始めている。今後は仙台市内の企業と
の連携を進めながら、秋の起業を目指して活動を進める。

【IT開発グループ】
将来プログラミングや開発系の職業を目指す対象者に対して、現在基本的なOfficeの操作、データ

ベース、Pythonなど、初歩的な言語の習得を目指した講座を展開している。
今後の実習先の開拓が課題となる。

【ITデザイングループ】
現在基本的なITスキルの習得に加え、デザイン系のアプリケーションAdobe Creative Cloudなど

のトレーニングに取り組んでいる。今後はWEBやDTP関連業界の実習先を開拓する。



49

予防精神医学 Vol.6（1）2021

図4　NPO法人Switch CFW MIYAGIの取り組み事例（IT分野）

5．事例紹介（長岡千裕、石巻NOTE Plus、精神保健福祉士・公認心理師）
A氏、10代男性。高校中退後、アルバイトを行い生活していたが、諸事情により施設に入所となる。

退所後は支援者の紹介でB市に就職。職場が用意した住居で単身生活を開始するが数ヶ月で退職とな
り、住居も退居となる。その後支援者が紹介したC市の自立準備ホームに入居。入居後に精神的不良
が出始め入院。自立準備ホームは退所となる。退院後は住まいが確保できずD市の緊急居住支援に一
時滞在。就労支援のために当法人に支援要請。就労支援の準備を行うもコロナ禍における有効求人倍
率の低下、非正規雇用ならびにアルバイト求人が減少している背景からも早期に就労に繋がりにくい
状況下にあった。同時に住居支援も必要であったことから、まずは本人のストレングスアプローチを
行った。その結果、本人が農業や自然の多い地域での暮らしに関心を示したことから、CFWを活用
し、E市F地区で住居支援を受けながら農業の仕事に従事することとなった。

6．移住・就労の状況
体験宿泊・就労を行い、本人への意思確認を重ねて、開始。就労は、CFWで定められた1日7時間、

週4日の時間帯で農業に従事した。居住環境は、就労支援先の事務所兼作業場と同建物内に居住支援
用の居室・風呂や台所等があり、寝具や家電などは備え付け。食料支援も居住支援に含まれており、
食事や食材提供を受けた。就労支援先が居住支援も行なったため、同じ職員が関わっている。週1回
当法人が運営する若者支援の事業所に通所し、生活・就労面の振り返りやサポート、制度手続きの支
援を行った。F地区は農村的地域であり生活のための社会資源がほぼないため、送迎支援を行い週1
回の通所に合わせて市街地に行き、買い物や散髪等の生活のための用事を済ませてもらった。A氏に
とっても、市街地に行くことは良い気分転換になっていたようである。A氏は運転免許、車を持って
おらず、移動や就職活動の大きなハードルとなった。
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7．経過
CFWを活用し、就労先と住居を確保したうえで、農業に従事しながら今後の就労についても検討し

ていった。通院は継続していたが、体調は安定しており就労や生活に支障はなく、医療福祉に関する
制度は利用していない。本人からも自分は対象ではないと希望はなかった。Ａ氏は自然が好きであ
り、様々な不便を感じながらでも、農業の仕事や住環境は好ましく感じていたようである。また就労
先の職員がインフォーマルな立場で仕事面や生活面等に気配りしていただき、安心できるサポーティ
ブな存在となっていたようであった。求職活動や転居地の話をすると本人から「延長はできないのか」
と話がでることもあった。CFW期間残り3ヶ月あたりより、具体的に就職先・転居先を検討、就職活
動を始める。就職活動を始めたことで、運転免許の問題や就職先が限定的であること、居住支援を受
けられなくなることの課題に直面することとなった。その頃より時折不調が出始め、CFW残り2ヶ月
となった頃に体調が急激に悪化し、再入院となった。入院中にCFWの期間が終了している。また入
院費の関係から生活保護を受給。退院後は自立支援医療制度を利用している。

8．この取り組みの効果と考察
A氏は退院と同時にD市に転居し、訪問看護を利用しながら新生活を開始している。体調の不安は

あるものの、働くことがA氏の希望である。当法人も支援を継続している。A氏とCFWの経験を振
り返ると、E市に移住し農業に取り組んだ経験は大変だったと話すものの、否定的ではなく、自らが希
望した自然が多い地域での暮らしや農業で実際に働いたという経験、仕事を通じた人との関わりが、
本人の今の生活や今後の仕事を自ら選択していく上で糧となっている様子が窺えている。CFWを通
じた就労支援は、収入が保障されながら、自らが希望する業種へのチャレンジやスキルアップができ
ることがメリットである。反面、期限があるため、時間的制約が生じること、慣れた職場を離れる環境
変化があることが、対象者の特性によっては大きな負担となると考えられる。限られた期限でどのよ
うに支援をしていくのか、出口支援をしっかり行なっていく必要があると感じる。

筆者は精神障害者の地域定着支援などに従事していたが、本ケースに関しては、移住後の生活では
病や障害の影響はほとんど見られなかったため、本人の疾患をどのように評価するのか、福祉的な介
入をどの程度したら良いのか、あるいはしないほうが良いのかという見極めが非常に難しいと感じて
いた。A氏の年齢や本人などの希望を考慮すると、緩やかに見守りかつ緊急時に対応できるサポート
体制が必要と思われるが、再発を避けていくことや就職のみを目指すサポート体制では、本人の希望
や選択を尊重していくことからかけ離れていく上に、この先本人が生きていく上で必要な様々な経験
を積む機会を限定的にしてしまう印象がある。本人の希望を大切にしながらも、客観的に本人や環境
のアセスメントを行い、かつ本人や環境の変化に合わせて柔軟に評価や活用する社会資源を変更して
いく姿勢が必要となると考えている。

9．若者の早期支援早期介入の課題
初回エピソード精神病状態の若者に対する支援サービスにおいて、私たちはストレングス視点を大

事にしながら様々な社会資源をつなぎ、信頼できる大人とのゆるい関係性の構築を行っている。ま
た、病気とは診断されないが、何らかの不適応状態に日常的な生活が困難になる若者は、援助希求行動
が乏しい。そういった若者へどう支援につなぐべきかは課題のひとつでもある。その難しさは、行動
変容にも起因しており、急激に回復していくことで、支援を必要としない時期があること、本人に自覚
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がないことによるものなど多様である。心理社会的リスクのある若者への支援アセスメントをどのよ
うにしていき、支援体制を早期に構築するかも課題となっている。

思春期から20代へ移行する時期は、社会的、個人的、感情的発達に重要な時期でもあり、キャリア形
成においても人生で重要な選択を熟考する自立へ向けた準備期間でもある（Pugh and Lamb, 2010）。
その行動変容のスピードに、ときに支援者が翻弄されることもあるが、彼らの世界観を知ること、学ぶ
こと、さらに聞き続けることで、彼らにフィットする支援サービスを提供していくことが重要である。

10．おわりに
コロナ禍による影響は、社会的弱者の若者への就労機会の提供が減少するだけではなく、未来への

希望も奪っていくのではないだろうか。新たな就職氷河期と言われる時代にならないことを思うばか
りである。景気後退があった際に、既存の雇用維持が優先されてしまうことは、これまでにも起こっ
てきた。特に社会的弱者の若者が、再び労働市場に入りづらい構造となっている。コロナ禍の影響は、
若者の未来、そして働くことにも大きな影響を及ぼしている。

このような社会の中でも、CFWの取り組みがより発展的なスキームとなり、多様な就労のスタイル
で自分らしい働き方を見つけ出すきっかけになっていくことが「社会で必要とされている存在である
自分」を感じ、エンパワメントされていくことにつながるのだと期待していきたい。

また、多様な農業による就労スタイルのひとつとして、厚生労働省が2021年度に示した生活困窮者
自立支援制度によると、就労準備事業の中間的就労支援を活用した農業における就労支援の取り組み
も柔軟な働き方による就労の場として実施している民間団体もあり、「農福連携」として実施されてい
る（厚生労働省, 2021b）。

私たちは、これからも多様な選択肢や視座を持ち、彼らの可能性を信じ、CFWのような新しい支援
のあり方を構築、また創造していくことで、これからも彼らの未来に寄り添っていきたいと考える。

なお、本論文に関連して開示すべき利益相反はない。
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抄　　録

新型コロナウイルス感染症（Coronavirus disease 2019：COVID-19）は、重症急性呼吸器症候群コロ
ナウイルス2（Severe Acute Respiratory Syndrome Coronavirus 2：SARS-CoV-2）による感染症である。
SARS-CoV-2は一般的なコロナウイルスと同様、一本鎖のRNAをもつ。ウイルスが宿主細胞に侵入
し、新たなウイルスを複製するために自身のRNAをコピーする際にエラーが起きると変異ウイルス
が発生する。変異株の問題は、①伝播性の上昇、②病毒性の上昇、③ワクチン逃避、薬剤耐性である。
日本ではワクチン供給の遅れや変異株の出現などにより、2021年6月後半からこれまでで最大規模と
なる第5波の流行を迎えているが、変異株であっても基本の感染対策が重要である。様々な制限を余
儀なくされ、終息の時期を予測することが難しいコロナ禍の生活は、いつの間にかストレスが蓄積
し、心の不調をきたしやすい。感染拡大を防止するため、大学においても入構制限を課すなどの措置
がとられるが、学生・教職員のメンタル面の悪化を防ぐため、保健管理センターでは遠隔システムを
活用し途切れのないケアを提供している。コロナ禍を乗り切るために、一人一人が心身の健康を意識
した生活（食生活や睡眠、運動、メディア情報のコントロール）を心がけ、面会は叶わなくとも電話やオ
ンラインを利用して人とのつながりを保ち、心の不調に気づいたときは早めに専門機関に相談する、
コロナ明けの未来を見据えて生活してくことが肝要である。

はじめに
2019年12月に中華人民共和国の湖北省武漢市で肺炎患者の集団発生が報告されて以降、新型コロナ

ウイルスによる感染は瞬く間に世界を席巻した。世界保健機関（World Health Organization：WHO）

本論文の内容は、富山大学特別公開オンラインセミナー2020年度「“ウィズコロナ”に向けて」および2021年度「“人”
と“地”の健康を科学する大学」において講演した内容を中心にまとめた。

Mental Health Management in the prolonged COVID-19 pandemic 
―Based on the experience of the University Health Management Centre―
Shimako Nishiyama
1）富山大学学術研究部教育研究推進系保健管理センター、Health Administration Center, Faculty of 

Education and Research Promotion, Academic Assembly, University of Toyama

長引くコロナ禍におけるメンタルヘルスマネジメント
－大学保健管理センターの経験を踏まえて－

西山志満子1）

特集論文

キーワード：1．新型コロナウイルス　2．新型コロナウイルス感染症　3．コロナ禍　 
4．メンタルヘルス　5．ストレスマネジメント

Key words：1．SARS-Cov-2　2．COVID-19　3．COVID-19 pandemic　 
4．mental health　5．stress management
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は2020年1月30日にジュネーブで会見し、「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」を宣言した。
新型コロナウイルスワクチンは1年未満という異例の速さで開発・承認され、中でもmRNAワクチン
は非常に高い発症予防効果を示し、終息へのシナリオが現実味を増したかにみえた。しかしワクチン
供給の遅れや変異株の出現などにより、日本では2021年6月後半より第5波に見舞われ、これまでに
ない最大規模の流行となっている。先の見えないよくわからない状況は、人々に多大なストレスを与
え、不安を募らせる。本稿では、明らかにされつつある新型コロナウイルス感染症の特徴を解説し、さ
らに大学生を中心にコロナ禍による心の不調、ストレスの多い生活に役立つメンタルヘルスマネジメ
ントを紹介する。

新型コロナウイルス感染症について正しく理解し、誤解による不安を解消する
新型コロナウイルス感染症（Coronavirus disease 2019：COVID-19）は、重症急性呼吸器症候群コロ

ナウイルス2（Severe Acute Respiratory Syndrome Coronavirus 2：SARS-CoV-2）による感染症であ
る（WHO, 2020a; 川名ら, 2003）。SARS-CoV-2は直径約100nmの球状ウイルスで、一般的なコロナウ
イルスと同様、エンベロープの中に自らのゲノム情報を書き込んだ一本鎖のRNAなどを入れた構造
をしている（図1参照）。ウイルスの周囲をスパイクタンパクが取り囲んでいる様子が王冠（ギリシア
語でコロナ）のようにみえることから、コロナウイルスと名付けられた（増田, 2020）。

図1　SARS-CoV-2の構造（Arya et al., 2021）

感染経路は、飛沫感染が主体とされているが、換気の悪い環境では咳やくしゃみなどがなくても感
染すると考えられている。ウイルスを含む飛沫などが付着した机を触るなど環境表面からの接触感
染、発症前の潜伏期にある感染者を含む無症状病原体保有者からの感染リスクもある。潜伏期は1～
14日間であり、曝露から5日程度で感染することが多いとされている。SARSやMERS（Middle East 
Respiratory Syndrome）と異なり、発症前から感染性があり、発症から間もない時期の感染性が高い
ことが市中感染の原因となっている。　初期症状は発熱、乾性咳嗽、倦怠感、食欲低下、息切れ、喀痰、
筋肉痛など感冒やインフルエンザに似ている。加えて強い嗅覚・味覚障害、下痢を伴うこともある

（COVID-19診療の手引き第5.1版）。感染者は若年層に多く、約8割は軽症で経過するが、加齢ととも
に死亡率が上昇していく（図2参照）。
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図2　厚生労働省 新型コロナウイルス感染症の国内発生動向
（令和3年8月4日18時時点 速報値）のデータをもとに作成

重症化のリスク因子は、高齢者（65歳以上）、基礎疾患を有する患者（悪性腫瘍、慢性閉塞性肺疾患、
慢性腎臓病、2型糖尿病、高血圧、脂質異常症、肥満（BMI 30 以上）、喫煙、固形臓器移植後の免疫不
全、妊娠後期とされている。また、評価中の要注意な基礎疾患などには、ステロイドや生物学的製剤の
使用、HIV感染症（特にCD4 < 200/μL）があげられている（COVID-19診療の手引き第5.1版）。

新型コロナウイルスの複製および変異のメカニズム
新型コロナウイルスがヒトなどの宿主の細胞に侵入するには、①ウイルス表面のスパイクタンパク

質で、宿主細胞表面にあるACE受容体に結合して、②侵入を開始し、③ウイルスを含む液胞が内部に
取り込まれ、④膜融合の後、⑤ウイルスが宿主細胞の細胞質に放出される。⑥その後、ゲノムが翻訳さ
れ、messenger RNA（mRNA）のように働き、pp1aとpp1abという2つの長いポリプロテインが生成
される。このポリプロテインにはウイルスが新たなウイルスを複製するために必要な仕組みが含まれ
ている。⑦ポリプロテインがプロテアーゼによって切断され、⑧RNA複製・転写酵素複合体を形成す
る16個の非構造タンパク（non-structural protein：NSP）が生成される。⑨ウイルスのゲノムが複製さ
れ、構造タンパク質をコードするmRNAが転写される。⑩その後、サブゲノムmRNAが構造タンパ
ク質に翻訳される。⑪新しいビリオン（virion：感染性を有する完全なウイルス粒子）の形成は、核周辺
領域の粗面小胞体に由来する細胞内膜上で行われる。⑫その後、新しいビリオンが放出される（図3参
照）。⑧の段階で、ウイルスのRNAをコピーする際にエラーが起きると、変異ウイルスが発生する

（Robson et al., 2020）。
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図3　コロナウイルスの複製メカニズム（Robson et al., 2020）

ウイルスの変異によって問題になりえることは、伝播性の上昇（感染が広がりやすくなる）、病毒性
の上昇（重症化率、致死率があがる）、ワクチン逃避、薬剤耐性（ワクチンや薬の効果が効きにくい、あ
るいは効かなくなる）の3つである（峰, 2021）。現在、世界各地で新たな変異ウイルスが確認されてい
る。日本においてもB.1.617.2系統の変異株（デルタ株）をはじめ、感染性や重篤度の増加・ワクチンの
効果を弱める可能性など性質が変化した変異株（Variant of Concern：VOC）への置き換わりが進んで
いる（COVID-19診療の手引き第5.1版）。感染性・伝播性や病毒性が増している変異株への感染が増え
ているにもかかわらず、長期化したコロナ禍の生活に慣れが生じ、自粛疲れもあいまって流行当初と
比べて気が緩みがちである。感染拡大に歯止めをかけるために、ワクチン接種にあわせて「３つの密

（密閉・密集・密接）」の回避、マスクの着用、石けんによる手洗いや手指消毒用アルコールによる消毒
や咳エチケットなど、基本の感染対策を一人一人が日々実践していくことが重要である（厚生労働省, 
2021）。

COVID-19蔓延によるストレスと心の不調
COVID-19の世界的な流行により、我々の生活は多大な影響を受けている。大学においても感染拡
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大防止が最優先されるため、感染急増に伴い急遽学生の入構を禁止し、遠隔授業に切り替える。学生
は部活やサークルなどの活動も制限され、友人や仲間との交流が減る。感染者数減少により規制が緩
和されほっとするのもつかの間、再び感染増加に転じ、制限の多い生活に戻る。こうした状況が数ヶ
月単位で繰り返され、新入生を中心に交友関係を十分に築けず、大学生活のペースをつかめずに戸惑
う学生もいる。COVID-19による制約の多い生活下において、知らず知らずのうちにストレスは蓄積
していく。我々は先行き不透明で今後どうなるかわからない不確実性に最もストレスを感じ、不安が
誘発される（Berker et al., 2016）。ワクチン接種や新たな治療法の開発も途上にあり、いつ終息するの
か見通しがたちにくい状況に、不安や恐怖を感じるのはごく自然な反応である。

感情には環境に適応し自分の命を守る目的がある。我々は不安や恐怖を感じることで、自分に起こ
りうるあるいは迫りくる危機的状況に対して、身体が戦うか逃げるための準備体勢に入る。これを闘
争・逃走反応（fight-or-flight response）という。生存のために、不安や恐怖の感情が「よくないことが
起ころうとしている」「これは危険だ」と知らせるアラームの役割を果たしているのである。しかし、
不安や恐怖によって冷静な判断力が失われ、デマや誤報までも信じ、一人で繰り返し考えているうち
に今現在大きな危険が差し迫っていないにも関わらず恐怖にさいなまれたり、不安感情だけが習慣化
して定着し、常にあるいは理由もなく不安を感じ、引きこもって思考反芻し、さらに負の感情が増すと
いう悪循環にはまってしまう。

全国の国立大学の学生における自殺とコロナ禍の影響
日本は自殺率の高い国であり、1998年以降年間3万人を超える状態が続いていたが、2012年に15年

ぶりに3万人を下回り、以降減少傾向であった。しかし2020年に増加に転じ、特に女性や若年層にお
ける自殺者が増え、背景要因としてコロナ禍による経済的苦境や孤立、相次ぐ有名人の自殺および自
殺報道によるウェルテル効果などが指摘されている（厚生労働省自殺対策推進室, 2021; 清水,  2020）。
またコロナ禍における大学生のメンタルヘルスの問題は世界的にみても公衆性上の主要な懸念事項と
されているが（Batra et al., 2021）、日本の大学生の自殺はコロナ禍の影響を受けているだろうか。こ
こで最新の調査結果を紹介する。

図4　国立大学学部生の自殺死亡率（学生10万人対）の年次推移（Fuse-Nagase et al., 2021）
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日本には2020年4月1日時点で国立大学が86校（うち大学院大学4校）ある。国立大学保健管理施設
協議会メンタルヘルス委員会による2020年度の死亡学生実態調査（回収率100%）では、82大学に在籍
する学士過程の学生433,032名（男子273,308名、女子159,724名）のうち、自殺死亡率（学生10万人あた
り）は全体で17.6（男性21.2、女性11.3）であり、2019年度の12.4（男性15.7、女性6.8）を上回っていた。
また男子学生の自殺率は過去6年間で最も高い値を示していた（Fuse-Nagase et al., 2021）。

一方86大学に在籍する大学院生149,820名（男子105,158名、女子44,662名）中、自殺死亡率は全体で
13.3、男性17.1、女性4.5であった。2019年度は全体で11.9、男性12.9、女性9.3を示しており、2020年度
は男子学生の自殺死亡率の増加、女子学生の減少という相反する結果となった（Marutani et al., 
2021）。

図5. 国立大学大学院生の自殺死亡率（学生10万人対）の年次推移（Marutani et al., 2021）

本調査により、大学の学部生および男子大学院生では自殺率が増加し、コロナ禍の影響を受けてい
る可能性が示唆された。一方、女子大学院生における自殺率の減少は一般女性とは異なる結果を示し
ていた。今後は学生の自殺を防ぐ保護因子の分析とともに、自殺予防対策の強化が求められる。

COVID-19に対する富山大学の取り組み
富山大学では、WHOが新型コロナウイルス拡散により緊急事態を宣言した翌日2020年1月31日に

「富山大学新型コロナウイルス危機対策本部」を設置し、教育・研究・社会貢献・地域医療に関する様々
な事業について、学生・教職員の感染症対策を実践している。また当学保健管理センターでは、登校
時の体調管理・連絡に関するフローチャートを作成し、発熱・風邪症状を認める、PCR検査を受けるこ
とになった、あるいは新型コロナウイルス感染症と診断された場合の対応プロセスを可視化すること
で迅速かつ適切な処置・支援に役立てている（図1参照）。
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図6. COVID-19拡大防止にむけた体調管理、感染疑い及び発生時の連絡用フローチャート
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センターで対面式のセラピーを行う場合は、感染防止措置としてまず保健管理センターの玄関入口
で自動検温、手指の消毒、受付前で看護師による検温により平熱であることを確認する。部屋は通常
使用しているセラピー室よりも広いミーティングルームで、クライエントとは斜めに腰かけ、間に透
明のパーテーションを置き、常に換気とマスクをした状態で実施している。また終了後は机、椅子、ド
アノブの消毒を徹底している。当学の新型コロナウイルス感染拡大防止のための活動指針が高度警戒
に達した場合は、Zoomや電話、メールによる遠隔相談に切り替え、長期化するコロナ禍における学生・
教職員のメンタル面の悪化を阻止すべく、入構が制限されたとしても切れ目のないケアを提供できる
よう体制を整えている。

コロナ禍のメンタルヘルスマネジメント
大学や家庭でのコロナ対策が続く中、感染予防を絶えず意識する生活に疲弊し、経済的不安なども

あいまって抑うつを呈する人が増えている。メディアで「コロナうつ」と呼ばれている状態には、一時
的な抑うつ状態と、病気としてのうつ病が含まれる（飯森, 2020）。両者とも抑うつ気分、意欲低下、不
眠、食欲低下などの症状が認められるが、抑うつ状態は一時的な反応である。休日にしっかり休み、趣
味や娯楽などを楽しむことでリフレッシュできるようであれば長びく心配はない。一方、何もしよう
とする気になれず、症状が持続あるいは悪化していく場合はうつ病の可能性があるため、十分な休養
と専門的な治療が必要となる。苦痛感が強く、生活に支障が出始めている場合は信頼できる人やメン
タルヘルスの専門家に相談する、2週間以上症状が続き、倦怠感が強い、大切な人や自分自身を傷つけ
てしまうなどというときは、精神科クリニックなどの医療機関に相談することが望ましい。

自由のきかないコロナ禍での生活はストレスを受けやすい環境下にある。我々がストレスに感じや
すい状況は、①自分でコントロールが出来ない事（制御不能性）（Overmeier & Seligman, 1967）、②事
前にどれくらいそのことが起こりうるか予測できない事（予測不能性）（Seligman & Binik, 1977）、③
慢性的に望ましくない出来事が続くこと（持続期間）（Iversen et al., 2008）の3つが該当する。コロナ
禍においてこれら３つをすぐに解決することは難しいかもしれないが、ストレスを自分の制御下にお
く感覚をもつだけでもストレス軽減に役立つ。心身の健康を維持し、冴えた脳を手に入れるには、体
内環境を整える栄養バランスに配慮した食事を摂り、通常の睡眠・起床のペースを保ち十分睡眠をと
ることが基本となる。メディアから発信されるストレスの多い情報に曝され続けると動揺や極端な思
考にはまりやすい。また情報過多の状態は脳の情報処理能力を超え判断力が低下する。ニュースや
SNSに接する時間を決め、信頼できる情報元から正しい情報を入手し、適宜更新していくことが推奨
される。ストレス因を書き出し、対処できることはないか考え実践してみることも一つの手段である。
孤立しないことも大切である。一人で引きこもり負の感情を抑え込んでいると精神的に不安定になり
やすい。家族や友人、気心の知れた仲間と不安や不満な気持ちを共有し互いに思いやることで、荒ん
だ心も和らいでいくだろう。外出や移動の制限などで直接会うことが難しいご時世となってきている
が、LINEや電話、SNSなどを活用して人とのつながりを保ち、つらいときは我慢せずに助けを求める
ことが肝要である（WHO, 2020b）。一方、相手から悩みを打ち明けられたときに「すぐに解決しなけれ
ば」と、よく考えずにアドバイスすることは禁物である。「思い切って打ち明けたのに、何もわかって
いない。」と逆効果となってしまうことがある。十分な時間をとり相手の気持ちに寄り添いながら話
を聴き、症状の程度によっては専門機関への相談を勧めるといったゲートキーパー的な関わりによ
り、ストレスの多いコロナ禍において心の不調に苦しむ人々の早期回復が期待できるだろう。
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おわりに
世界に蔓延している新型コロナウイルスは、変異ウイルスの登場により終息時期の見極めが難しい

状況下にある。一方、ウイルスのゲノム解析が行われ、有効なワクチンや治療薬の開発が進んでいる。
再び日常を取り戻す日がくることを念頭におき、未来を長期的に見据えながら、今何ができるかを冷
静に考えて生活していくことが望まれる。
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わが国の地域メンタルヘルスケアが未だ欧米から大きく後れをとっていることは、残念ながら事実
として認めざるを得ない。精神病床数や平均在院日数のみをクローズアップして精神医療の質を語る
のは単純にすぎようが、地域精神保健医療福祉体制が脆弱であることは、ケースマネジメントやアウ
トリーチ、地域における居住型ケアといった、欧米諸国における標準的なケアが未だ十分に提供され
ていないことからも明らかである。ごく最近になって、国は「精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステム」という政策理念を打ち出し、長期入院者の地域移行や入院を起点とした地域ケア体制整備の
みならず、すべての住民に対するメンタルヘルスケアや精神疾患を含むメンタルヘルス不調の早期発
見・早期介入を政策として位置づけた。とはいえ、本格的な取り組みはようやく緒についたばかりで
ある。

著者は社会精神医学の第一人者であり、「精神障害にも対応した地域包括ケア」という概念が生まれ
る20年以上も前から包括的地域ケアモデル、早期発見・早期介入の重要性を説き続けてきた。時代が
ようやく著者に追いついてきたという感がある。そうであるから、本書のベースとなっている著者の
論文は2000年台初頭のものも多数あるにもかかわらず、まったく古さを感じさせない。むしろ地域包
括ケアが真に求められている今だからこそ、よりその真価がわかるともいえる。

本書は、著者とOTP（Optimal Treatment Project）の創始者である故イアン・ファルーン教授との
運命的な出会いの述懐から始まる。OTPとは、地域中心型の包括的治療・支援アプローチであり、精
神疾患の各時点各状況において最も適切な治療を提供することを目指す。ファルーン教授との出会い
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の場が、著者の留学先のイタリアであったことは象徴的である。理念が先行する形で始まったイタリ
アの精神医療改革には、エビデンスに基づく方法論が欠けていた。ファルーン教授はそこに一石を投
じ、optimal treatment−最適な治療−のためには、理念とエビデンスの両輪が必要であることを示し
た。OTPの基本骨格を形作るサービスモデルと治療プログラムは、今日においても全くその意義を失
っていない。

留学先から帰国した著者は、さまざまな制度的制約がある中で、わが国でのOTPの実践を試みる。
みなとねっと21、ささがわプロジェクト、イルボスコ、これらの社会実装の取り組みは、わが国におけ
る科学的エビデンスに裏打ちされた精神科地域ケアの嚆矢となった。本書では、これらの取り組みの
背景と経緯、その成果と課題が詳細に記されるとともに、欧米における地域ケアのピットフォール
と、後塵を拝したわが国だからこそ目指すべき地域ケアのありようについても言及されている。

エビデンスに基づく実践を重視し、ニューロサイエンスの進歩に期待をよせつつも、筆者は、地域精
神科サービスの本質は、あくまでも当事者とそのもっとも身近な援助者中心であると述べている。も
っとも脆弱で自己主張をすることのない人々のautonomyをいかにして尊重するのか。精神医療福祉
に従事する者は、様々な背景事情を持つ人々のケアにおいて、明確な答えのないこの問いに挑み続け
なければならず、必然的に高い倫理性が求められることになる。本書においては、これまで精神医学
界ではあまり注目されてこなかった精神科臨床倫理の重要性も強調されている。

これからのわが国の心のケアはどうあるべきか、精神医療福祉に従事する者として、私たちは何を
すればよいのか、誰しも迷いが生じることはある。本書は、特にそのようなときに一読をお勧めした
い一冊である。
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日本精神保健・予防学会機関誌である電子ジャーナル「予防精神医学」は2016年の発刊以降、毎年会
員の皆様に前年の学術集会で話題となった発表内容（特集論文）を中心に実践報告や症例報告、資料論
文、留学報告などをお届けしてきました（発行から一年経過後は非会員にも公開）。しかし2020年11
月に横浜で開催予定であった第24回大会（辻野尚久大会長）が新型コロナ禍のため一年間延期される
こととなり、例年とは異なる編集方針を余儀なくされました。編集委員会で協議の結果、本学会がカ
バーする領域における最大の関心事項として新型コロナ禍による精神保健への影響は避けて通れない
との意見で一致し、幅広い分野から関連する素晴らしい原稿を頂き、無事2021年の第6巻をお届けす
ることができました。延期となっていた第24回大会は2021年11月27〜28日にかけてWEB開催され、
様々な制約がありながらも、活発な議論や意見交換が行われました。その内容を次号でご紹介できる
ことを今から楽しみにしています。
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